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緒 言 

 

クワ科 （Moraceae）イチジク属（Ficus）には 600 種を超える植物が含まれ，その中でイチジク種（Ficus carica 

L.）のみが果樹として栽培されている（河瀬，1984）。イチジクの原産地はアラビア半島の南部（Condit, 1947; Storey, 

1975），あるいはトルコやイランを含む地中海沿岸部と推定されている（Khoshbakht and Hammer, 2006）。旧約聖

書の創世記でアダムとイブの物語に記載される程，人類とイチジクの歴史は古く，ギリシャ・ローマ時代にはイ

チジクの栽培が行われていたようである。さらに近年，Kislev et al.（2006）により，ヨルダン渓谷に位置する約 

11,200～11,400 年前の遺跡から，貯蔵用と推察されるイチジクの乾果が発見され，栽培の痕跡が確認された。こ

の発見により，これまで最古の栽培作物とされてきた小麦よりも約 1,000 年遡り，人類が栽培した最も古い作物

がイチジクである可能性が示された。 

現在，イチジクは世界各地で栽培され，生産面積は約 308,000 ha，生産量は約 1,050,000 t で，その内訳はトル

コが最も多く 27 ％，次いでエジプト 15 ％，アルジェリア 12 ％，モロッコ 10 ％などとなっている（公益財団

法人中央果実協会情報部，2018）。 

元来，我が国にイチジクは分布していなかった。我が国への導入経路については，原産地から東進し，中国を

経て渡来したとする説と，江戸時代初期の寛永年間（1624～1644 年）に長崎で植えられ，全国に広がったとする

説がある（河瀬，1984； 菊池，1955）。最初に導入されたイチジクは「蓬莱柿」（ホウライシ）で，その後，我が

国に定着して長く栽培されたことから「在来種」もしくは「日本種」とも呼ばれる。江戸時代には紫果品，白果

品の 2 品種が栽培され，芸州（安芸の国の異称：今の広島県（以下，本県）西部）は特に有名な産地であったと

される。 

明治から大正にかけて数品種のイチジクが主にアメリカから導入された。しかし，導入されたイチジクが乾果

として利用されるのに対して，日本ではイチジク消費の主体が生果であること，および高温多湿な気象条件に適

さないことからこれらの品種は普及しなかった。 

1908 年（明治 41 年）に本県の桝井光次郎氏がアメリカのカリフォルニア州から持ち帰った「桝井ドーフィ

ン」（おそらく「San Piero」と同一品種であろうと考えられる（Condit， 1955））は，栽培が容易で高い収量性を

有していた（桝井農場, 1993）。「桝井ドーフィン」の登場により，日本でのイチジクの経済栽培が本格化し，大

正から昭和の初めにかけて急激に栽培面積が拡大した。当時の著名な栽培地として，神奈川県川崎地方（「蓬莱

柿」と「桝井ドーフィン」の 2 品種），愛知県海部地方（「桝井ドーフィン」主体），兵庫県神戸地方（「桝井ドー

フィン」主体）および本県（「蓬莱柿」主体）が挙げられた（佐藤， 1953）。当時の本県の主要な産地は，広島

市を市場に持つ佐伯郡吉田村（現広島市西区古江西町）および福山市の市場を対象とした深安郡川口村（現福山

市川口町）で戦前には 180 ha まで面積が拡大した。戦争に伴い栽培面積が減少するが，戦後の 1950 年（昭和 25
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年）には栽培面積が 77 ha になり，広島市および御調郡西村（現尾道市向島）で盛んに栽培された（佐藤， 1953）。

昭和 45 年以降，米の生産過剰対策として稲作から他の作物への転換が全国的に推進され，各種作物が水田に導

入された。試行錯誤の中からイチジクが有利な転換作物として普及し，産地が形成された（加藤ら， 1982）。本

県でも，水田転換品目としてイチジクが注目され，主要な品種を試作したが「蓬莱柿」以上の市場性を有する品

種は見つからなかった。このため本県では「蓬莱柿」の中から優良系統を選抜し，共同育苗により産地が急速に

拡大した（山田， 2004）。 

平成 27 年産特産果樹生産動態調査（農林水産省）において，国内のイチジクの栽培面積は約 1,000 ha，生産量

は約 12,000 t と報告され，愛知県，和歌山県，大阪府，兵庫県，本県，福岡県を中心とした西日本に多くの産地

が存在する。品種構成は，約 7 割が「桝井ドーフィン」，残りを「蓬莱柿」が占め（真野，  2015； 細見，  2017），

これらが主な経済品種である（野方・粟村,  2005）。イチジクは，他の果樹と比べて栽培が容易で，結果樹齢に

達するのが早く収益性が高いため，地域特産物として栽培面積が増加している品目である。また，イチジクの機

能性も注目され（法村・山下， 1999； 法村， 2004），他の果樹の消費が減少する中にあって比較的安定した価

格で取引される（真野， 2012）。本県では，近年，既存産地を中心とした沿岸島嶼部で，「蓬莱柿」の生産が振

興されている（新田ら， 2005）。さらに 2010 年（平成 22 年）以降，本県の特徴的な農業施策として推進した農

地集積による集落営農法人において，イチジクは法人経営の主要な品目の一つとして位置づけられている。 

我が国におけるイチジクの生産振興を阻害する深刻な病害の一つがイチジク株枯病（以下，本病）（写真 1）で

ある。本病の病原菌は当初 Ceratocystis  fimbriata  Ellis  et  Halsted と記載されたが（加藤ら， 1982），2011 年

に新種である C. ficicola Kajitani et Masuya（以下，本病原菌）（写真 2）として報告（Kajitani and Masuya， 2011）

された。本病は 1981 年に愛知県より初報告され，2017 年 3 月時点では 33 府県で本病が確認されており（梶谷，  

2017），全国のイチジク産地にほぼ蔓延した状況にある。本病は感染樹を完全に枯死させる土壌病害で，一旦本

病により土壌が汚染された圃場では，再発を阻止することは難しく，廃園に追い込まれる事例も少なくない。こ

のため，圃場への本病原菌の侵入を防止することが極めて重要で，苗木を介した圃場への病原菌の侵入経路が強

く意識された。その結果，健全苗木の確保と定植時の薬剤土壌灌注が重要な防除方法として奨励され（清水・三

好， 1999），一定の成果を挙げてきた 。 

1990 年代になり，圃場への本病の新たな侵入経路としてアイノキクイムシ（Euwallacea interjectus （Blandford），

写真 3，以下，キクイムシ）による本病原菌媒介の可能性が福岡県より報告された（梶谷， 1996）。しかし，本

病の虫媒に関する研究事例は少なく，この伝染環の全体像が不明であることから，虫媒そのものを疑問視する声

もあった。また，キクイムシの加害が進行した後で本病の被害に気づくことが多く，感染が苗木由来なのか，キ

クイムシ由来なのかを判断できないため，イチジクの生産現場ではキクイムシに対する防除の重要性について認

識されていなかった。 
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本県では，1996 年に土壌病害として本病が初確認された（新田ら， 2005）。その際には，本病による枯死被害

が発生した圃場の割合は全県で 1 割程度であった（森田， 未発表）。しかし，2004 年に本県西部の一部地域で発

生したイチジクの集団枯死は，当該地域の全ての圃場で枯死樹が確認される程，前例のない規模での甚大な被害

であった。現地調査の結果，土壌伝染による枯死樹が確認された。加えてキクイムシによる無数の穿入孔が確認

される枯死樹（写真 4）が確認された。この地域の発病パターンとして虫媒の可能性も想定されたが判然としな

かった。福岡県で行われた先行研究では，キクイムシが介在した場合の発生地域および圃場内における枯死被害

の拡大状況など，被害実態に関する定量的な報告は存在しなかった。 

イチジクではキクイムシの穿入防止対策として，主要な加害部位である地際幹部を中心に MEP 乳剤の原液を

年 2 回（4 月と 7 月）処理する方法が確立されている。この方法の薬剤処理時期は，福岡県におけるキクイムシ

の発生消長（梶谷， 1996； 梶谷， 1999）に基づき設定された。本県におけるキクイムシの発生生態に関する

情報はなく，妥当な薬剤処理時期については検討されていなかった。また，イチジクを加害するキクイムシを対

象とした登録農薬は一種類しかなく，農薬登録上の使用方法が「散布」ではなく「塗布」に限定されていた。そ

のため 1 本ずつ株元に薬剤を人力で塗布するという，苦痛を伴う作業であるうえ長時間の労働が必要であった。

生産現場での普及性を高めるためには「簡易で確実なキクイムシ対策」の確立が必要とされていた。 

本病は，病原菌の特定，発生・伝染経路に関する研究は実施されてきたが，発病の仕組みについては，衰弱・

枯死樹が圃場で発生したのちの断片的な情報のみしか存在しなかった。また，本病は萎凋病として認知されてい

るが，本病がイチジクの通水機能を低下させる実証試験は行われていなかった。 

本病の土壌伝染への対策として，薬剤による土壌灌注が実施されている（清水・三好， 1999）。本病の薬剤防

除について廣田ら（1984）は，チオファネートメチル水和剤を 3～11 月まで毎月 1 回の割合で灌注すると最も防

除効果が高いことを示した。清水ら（1999）は，定植後から 1 ヶ月間隔でチオファネートメチル・トリフルミゾ

ール水和剤を収穫 30 日前まで使用した後，収穫期間中にチオファネートメチル水和剤を処理することで防除が

可能であることを報告している。しかしながら，2006 年 5 月 29 日から施行された残留農薬等に関する新たな制

度（ポジティブリスト制度）の導入に伴い農薬の登録内容が変更された。本病に登録のある殺菌剤は収穫 30 日

前までしか施用できなくなり，実質的に収穫期間中の防除ができない状態になった。本病原菌の生育適温や地温

から判断すると，収穫期間中（本県の場合 8～11 月）もイチジクに対する本病原菌の感染や病徴が進むと考えら

れるため，収穫期間を対象とした収穫前日まで使用可能な薬剤の登録が必須であった。 

本病の土壌伝染へのもう一つの対策として，抵抗性台木の活用がある。抵抗性台木による防除技術は，台木購

入の費用は発生するが，薬剤土壌灌注の様に処理を毎年実施する必要がないため現地に導入され易い。これまで

にもイチジク品種および種内交配系統から選抜された抵抗性台木が実用化されている（細見， 2006； 細見・清

水， 2008； 加藤ら， 1982； 野方・粟村， 2005； 清水・三好， 1999； 外側ら， 1999）。しかし，これらの
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抵抗性台木を用いても発病を皆無にすることは困難であるため，より強い抵抗性台木が求められている。 

イチジク「蓬莱柿」の栽培を振興する県として，本病の発生を経験していない生産者や新規に栽培を始める生

産者，現地指導者に対して本病の深刻さを本県のデータをもとに説明する必要がある。そこで本研究では，県内

における本病の発生パターンを整理し，それらに対応した防除技術を検討した。 

まず第 1 章で県西部の初発事例について調査を行い，キクイムシが関与した場合の本病の発生パターンを把握

した。次に，県東部で実施したキクイムシ加害初期からの 5 年間の追跡調査により，キクイムシが介在する条件

において本病の被害の拡大状況を記載した。 

第 2 章ではキクイムシが関与した場合の病徴発現に及ぼす影響について，本病原菌を接種したイチジク苗木に

おける病徴の進展過程として木部の通水阻害と萎凋症状の関係を調査することで，キクイムシにより持ち込まれ

た本病原菌によりイチジクが枯死することを明らかにし，キクイムシの加害防止対策の重要性を示した。これら

の知見から，本県におけるキクイムシ加害防止技術の開発を目指して，キクイムシの発生消長から防除適期を検

討した。また，キクイムシの本病原菌保持割合とフラス（虫糞および木くず）の汚染割合を調査し，伝染源とし

ての能力を評価した。さらに，開発した殺虫効果評価系を用いて有効薬剤の選択を行い，薬剤処理方法を「塗布」

から「散布」に改良して防除効果と作業性を検証した。 

第 3 章では土壌由来の感染に伴う病徴発現の解析と防除方法の開発を目指した。汚染土壌に定植したイチジク

「蓬莱柿」で発現する病徴について，10 年間（2005～2015 年）継続観察し解析を行った。その中の一部では，

定植年に定期的な苗木の解剖を行い，本病原菌の感染状況を調査することで初期感染時期を推定し，薬剤処理の

開始時期を検討した。加えて，本病汚染土壌へ定植した後に自然発病したイチジク「蓬莱柿」における外部およ

び内部病徴の観察事例により被害実態を再整理した。薬剤土壌灌注による防除方法として，収穫前日まで使用可

能となったテブコナゾール水和剤（2013 年 2 月登録拡大）を組み入れた防除体系の有効性を評価した。さらに，

新たな抵抗性台木の開発を目指し，イチジク栽培品種との接木親和性が低く，直接台木利用できないものの本病

に対し強い抵抗性を有する近縁種のイヌビワ（Ficus erecta Thunb.）に着目し，イチジクとの種間交雑個体（F1）

の獲得に世界で初めて成功した（Yakushiji et al., 2012）。またF1の花粉をイチジクに人工受粉し，戻し交雑体（BC1）

を獲得した（Yakushiji et al., 2019）。これらの種間雑種は，イチジク種内から選抜された既存の抵抗性台木とは異

なり，本病に対してイヌビワと同等の抵抗性を持つことが期待される。数多く得られた種間交雑系統について，

これらが有する抵抗性を確実かつ簡易に評価するため幼苗検定法を作成した。F1 や BC1 を対象とした幼苗検定

により抵抗性の評価を行い，抵抗性台木として有望な系統の選抜を進めた。 

第 4 章では，以上の結果に基づき，本県における本病の発生パターンに対応した防除方法を提案するととも

に，今後の課題と展望について総合考察を行った。 
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写真1 イチジク株枯病による枯死樹 

写真2 株枯病菌（Ceratocystis ficicola） 

左：PDA 培地上の菌叢              

右：子のう胞子塊（直径約 0.5 ㎜） 

子のう殻頸部（長さ約 1～3 ㎜） 

1 ㎝  1 ㎜ 
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写真3 アイノキクイムシ成虫（雌成虫，体長約4㎜） 

写真 4 アイノキクイムシの加害樹 

左上： 加害樹の株元 

左下： 株元拡大（無数の穿入孔と大量のフラス） 

右 ： 穿入孔周辺の木部は褐変し，株枯病菌が高率に検出される 

： 穿入孔を示す 
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第1章 アイノキクイムシが関与した場合のイチジク株枯病の発生状況 

 

第1節 枯死被害発生後の被害重症化調査事例（県西部の事例） 

 

本病は土壌病害（梶谷ら， 1992； 加藤ら， 1982）として分類され，薬剤土壌灌注や抵抗性台木による防除

（細見・瓦谷， 2004； 細見， 2006； 清水・三好， 1999； 清水ら， 2008； 外側ら， 1999）が実施されてい

る。しかし，これらの防除技術を用いても，一旦本病により土壌が汚染された圃場で発病を阻止することは困難

であるため，圃場への本病原菌の侵入を防止することが極めて重要である。 

圃場への本病原菌の侵入経路として，感染苗木や苗木に付着した汚染土壌の持ち込み（梶谷ら， 1992； 加藤

ら，1982）が指摘され，健全苗木の確保と定植時の苗木消毒が重要な防除方法として奨励されてきた（梶谷ら， 

1992； 加藤ら， 1982； 清水・三好， 1999； 外側ら， 1999）。一方では，キクイムシ（Euwallacea interjectus 

（Blandford））（以下，キクイムシ）のイチジク樹幹への加害が，1996 年に福岡県で報告され，キクイムシによ

る本病原菌媒介の可能性が指摘されている（梶谷， 1999）。しかし，キクイムシが介在した場合の被害実態に

関する調査事例はなく，注意を払う対象として認知されていなかった。この様な状況の中， 2003 年頃から広

島県（以下，本県）西部で発生した，キクイムシが介在したイチジクの集団枯死について発生実態調査を行い，

その特徴を整理した。 

 

1 材料および方法 

調査対象地域の履歴 

本県西部の沿岸地域に位置する呉市安浦地区（北緯 34 度 16 分，東経 132 度 45 分）は，1985 年頃から埋立地

においてイチジクの生産団地が形成され，「蓬莱柿」に特化した栽培が営まれていた。1989 年の実態調査時には

当該地区における病害虫として，黒かび病などの果実腐敗が最も問題とされ，次いで，そうか病，モザイク病，

カミキリムシ類，サツマイモネコブセンチュウがリストアップされた（新田ら， 2005）。しかし，当該地域では，

苗木業者から購入し，定植 2 年経過した 3 年生樹に本病が 1996 年に初発生した。その後，2003 年頃から，主幹

部を中心に径 1～2 mm の穿孔が多数見られるようになり，その穿孔部位周辺の木部褐変が次第に拡大し，樹皮

表面がやや窪み，生育期に葉の黄変，萎凋，落葉とともに立枯れる症状が多発した。約 1 割が欠株状態になり生

産性の低下が問題となったため，現地からの依頼に基づき被害の実態を調査した。 

調査方法 

現地調査は産地を構成する全 7 圃場（「蓬莱柿」903 樹）を対象に，2004 年 11 月 17 日，11 月 30 日，12 月 9

日および 2005 年 1 月 31 日に実施した。現地の被害状況から調査樹を，Ⅰ：幹部に株枯病斑とキクイムシ穿孔加
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害がある，Ⅱ：株枯病斑のみキクイムシ穿孔加害なし，Ⅲ：株枯病斑なくキクイムシ穿孔加害のみ，Ⅳ：株枯病

斑およびキクイムシ穿孔加害なし（外観健全）の四つに区分し，全調査樹に占める割合を区分ごとに集計した。

調査対象地域における本病被害の分布状況を整理するため，区分ⅠとⅡを本病発生樹とみなし圃場ごとに集計し

た。また，被害部位から（外見健全樹はキクイムシの加害が集中した地際幹部から）木部を含めた樹皮をサンプ

リングして区分ごとに本病原菌の検出を行った。検出方法は，切り取ったサンプルを 25 ℃，全暗，湿室条件で

13 日間静置し，本病原菌特有の子のう殻の形成の有無を肉眼で調査した。 

 

2 結果および考察 

症状区分ごとの樹数（発生樹率）は，区分Ⅰ：81 本（9.0 ％），区分Ⅱ：21 本（2.3 ％），区分Ⅲ：17（本 1.9 ％），

区分Ⅳ：784 本（86.8 ％）であった（第 1-1 表）。調査地域全体の本病発生樹率（区分ⅠとⅡの合計値）は 11.3 ％

に達した（第 1-1 表）。 

園ごとの本病発生樹率を第 1-1 図に示した。調査対象 7 園のうち全ての露地圃場で本病発生樹が確認され，本

病が地域全体に広く分布していることが明らかになった。また，14 のハウスの内 7 ハウスで本病発生樹が確認

され，その中には被害樹率が 61 ％（C 園）に達する重篤な事例も存在した（第 1-1 図）。 

各症状を呈したイチジク樹体の一部から本病原菌の検出を試みた。その結果，本病斑のある区分ⅠとⅡについて，

区分Ⅰでは調査樹 36 本の内 86 ％から，区分Ⅱでは 2 本と調査樹数が少ないものの全樹から本病原菌が検出され

た。さらに，病斑がなくキクイムシ穿孔加害のみの区分Ⅲでも 4 本の調査樹全てから本病原菌が検出された。な

お区分Ⅳの外観健全樹からは本病原菌は検出されなかった（第 1-2 表）。 

本調査の本病発生樹では本病斑とキクイムシ穿孔加害の両方が確認される区分Ⅰの割合が 9 ％（903 本の調査

樹の内 81 本）と最も高く，この中には葉の黄変や萎凋を伴う枯死樹も含まれていた。枯死症状から本病が主要

因であると想定されたものの，本病原菌の樹体への感染が苗木由来なのか，キクイムシ由来なのかは判然としな

かった。また，本病原菌とキクイムシがどの様に関係し，イチジクの集団枯死を引き起こしたのかについても明

らかでなかった。 
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第1-1図 園地および圃場ごとの株枯症状発生樹率（2004年，広島県呉市安浦町）  

A園 B園 C園

ハウス
14 ％

ハウス
20 ％

ハウス
17 ％

露地
9 ％

露地
16 ％

露地
17 ％

ハウス
0 ％

ハウス
0 ％

ハウス
61 ％

D園 E園 F園 G園

ハウス
0 ％

ハウス
20 ％

ハウス
0 ％

ハウス
11 ％

ハウス
0 ％

露地
38 ％

露地
5 ％

露地
1 ％

露地
12 ％

ハウス
8 ％

ハウス
0 ％

ハウス
0 ％

約250 m

約190 m

第 1-1 表 調査地域で観察される株枯病およびアイノキクイムシ加害

状況の分類とその割合（2004年，広島県呉市安浦町）    

株枯病斑
キクイムシ
穿孔加害

Ⅰ
両症状を併発

あり あり 81 9.0

Ⅱ
株枯症状のみ

あり なし 21 2.3

Ⅲ
キクイムシ加害のみ

なし あり 17 1.9

Ⅳ
外観健全

なし なし 784 86.8

903 100

症状

区分
樹数

（本）

     割合

   （％）

合計樹数（本）
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第2節 加害初期からの追跡調査事例（県東部の事例） 

 

2004 年に県西部のイチジク産地で発生した本病とキクイムシが関与したイチジク集団枯死事例を受けて，県

内の主要なイチジク生産地域に調査範囲を拡大して現地調査を実施した。その結果，県内 23 地点のうち 9 地点

で本病とキクイムシ両方の被害が確認され，県内広域に同様の被害が発生していることが明らかになった。 

福岡県ではキクイムシによる本病原菌媒介の可能性が指摘されている（梶谷， 1996； 梶谷， 1999）が，こ

の感染経路に関する研究事例は少なく，イチジク生産地ではキクイムシに対する防除の重要性はあまり認識され

ていないのが現状である。その理由の一つとして，キクイムシの加害が進行した後で本病の被害に気づくことが

多く，感染が苗木由来なのか，キクイムシ由来なのかを区別できない事例（新田ら， 2005）が多いことが挙げ

られる。 

この様な状況の中，過去に本病の発病履歴がなく，2005 年の県内全産地調査において本病とキクイムシの被

害が確認されなかった地域において，2006 年に初めてキクイムシの加害が確認された。加害初期からの追跡調

査は，キクイムシの生態と本病発病との関係性の解明に繋がる貴重なデータを得ることが出来る機会となる。こ

の地域において，まず圃場におけるキクイムシの加害と本病罹病樹の拡大状況を調査した。次にキクイムシによ

る加害の経過年数が異なる圃場から選定した樹体および根圏土壌からの本病原菌の検出状況を調査した。 

第1-2表 各症状を呈したイチジク樹体からの株枯病菌検出状況 

a) 主要な被害部位である幹部から木部を含めて樹皮を削り取り，25℃，全暗，湿室条件で 13 日

間静置した 

株枯病菌特有の子のう殻の形成の有無から検出率を算出した  

株枯病斑
キクイムシ
穿孔加害

Ⅰ
両症状を併発

あり あり 36 86

Ⅱ
株枯症状のみ

あり なし 2 100

Ⅲ
キクイムシ加害のみ

なし あり 4 100

Ⅳ
外観健全

なし なし 20 0

症状

区分
調査樹数
（本）

株枯病菌検出率
a)

（％）
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1 材料および方法 

圃場におけるアイノキクイムシの加害と株枯病罹病樹の調査 

本県尾道市浦崎地区（北緯 34 度 24 分，東経 133 度 16 分）では，開園当初に定植され，成木化した「蓬莱柿」

が栽培されていた。調査を行った 14 圃場（第 1-2 図）には 2005 年時点でキクイムシの樹幹穿孔と本病の発生報

告がなかった。その後，2006 年からこの地区で両者が確認されるようになった。そこで，穿入孔の有無から判断

したキクイムシの加害について 2009 年に一部の圃場を対象とした予備的な調査を行い，2010 年 10 月 28～29 日

には全定植個体（2010 年の時点で 10～25 年生）について調査した。樹齢とキクイムシ加害初発年は，生産者か

らの聞取りと目視調査により圃場単位で集計した。また，キクイムシの加害と本病の発生については目視調査で

確認し，圃場別に樹単位で集計した。 

イチジク樹体と根圏土壌からの株枯病菌検出調査 

キクイムシによる加害の経過年数が異なる 5 圃場から調査樹 5 本を選び，樹体と根圏土壌から本病原菌の検出

を行った（第 1-3 表）。また，キクイムシの加害のない 2 圃場から外観健全樹 6 本を選び，同様に本病原菌の検

出を行った（第 1-3 表）。樹体については，70 ％アルコールで滅菌したナイフを用い，キクイムシ穿孔被害が集

中する地際幹部から縦横約 5 cm，厚さ約 5 mm の木部を含む組織を採取した。採取組織は，表面を火炎殺菌した

後に，蒸留水で湿らせたティッシュペーパーを入れたビニール袋で包み湿室状態とし，25 ℃の恒温条件下で 10

～20 日間静置して本病原菌の特徴的な子のう殻の形成を肉眼で観察した。また，土壌からの本病原菌の検出に

は，梶谷らの簡易検出法（梶谷，1995）を用いた。供試土壌約 100 g をカップに入れ，水道水を約 20 ml 分注し

て湿潤状態とした後，本病発生履歴のない圃場から採取した「蓬莱柿」の切り枝 3 本（長さ 5～10 cm，直径 1 cm

程度）を半分程度土壌に埋め込み，25 ℃の恒温条件で 10～20 日間静置して子のう殻形成の有無を肉眼で観察し

た。なお，土壌サンプルは調査樹の株元から畝の左右方向に 50 cm 間隔で 200 cm までの各部位について，深さ

0～5 cm，15～20 cm，30～35 cm および 45～50 cm から採取した。また，健全樹は株元から畝の左右方向に 50 cm

の部位について，深さ 0～5 cm および 15～20 cm の土壌のみ採取した。 

 

2 結 果 

圃場におけるアイノキクイムシが介在した株枯病の被害拡大の推移 

圃場別のキクイムシ加害初発からの経過年数と被害状況を第 1-3 表に示した。2006 年にキクイムシの穿入が

初めてこの地域で確認された後，加害される圃場が急増し，2010 年 10 月には 9 圃場（64.2 ％）でキクイムシの

穿入が確認された（第 1-3 図）。さらに 3 圃場（21.4 ％）では樹体の枯死が確認された（第 1-3 表）。 

キクイムシの加害初発からの経過年数別にそれぞれの圃場の被害状況を比較すると初発当年，1 年および 2 年

経過した圃場では，キクイムシによる穿孔加害樹率が 3.1～23.1 ％で本病による枯死被害は無かった（第 1-3 表）。
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しかし，初発から 3 年以上経過した 3 圃場では穿入加害樹率が 51.6～87.8 ％に急増し，本病による枯死樹率が

33.3 ～45.2 ％に達した。2010 年 3 月には 1 圃場（圃場番号 8）は約 7 割を伐採し，1 圃場（圃場番号 9）は全樹

を伐採し廃園になった（第 1-3 表）。なお，枯死樹の外観調査から，白紋羽病など本病以外の枯死原因は確認さ

れなかった。 

イチジク樹体と根圏土壌からの株枯病菌検出 

キクイムシによる加害のない調査樹（2 圃場由来の 6 樹）では，全ての樹体および土壌から本病原菌は検出さ

れず（第 1-4 図），本地域においては土壌経由での感染および潜在感染の可能性が低いことが確認された。一方，

キクイムシの加害樹（5 樹 5 圃場）全てから本病原菌が検出された。調査樹の根圏土壌からは，加害後の経過年

数により検出状況が異なる傾向が認められた。加害当年と経過年数 1 年の 4 樹では，2 樹（調査樹ⅠおよびⅢ）の

根圏土壌からは本病原菌が検出されず，残りの 2 樹（調査樹ⅡおよびⅣ）については，株元から水平方向に 50 cm

以内で深さ 20 cm 以内の限定された範囲で本病原菌が確認された（第 1-4 図）。一方，加害から 4 年が経過した

圃場の調査樹Ⅴでは，深さは 20 cm 以内であるが，水平方向には株元から 200 cm までの広い範囲で本病原菌が

検出された（第 1-4 図）。 

 

3 考 察 

尾道市浦崎地域のイチジク圃場は，周辺を海と山に囲まれ，県内外の被害地域からは地理的に隔離されており，

風雨や近隣圃場からの土壌表面流水による土壌伝染はないと考えられる。また，外観上健全な樹体およびその株

元周辺の根圏土壌からは本病原菌が検出されなかった。このことから，当地域では，感染苗木および苗木の根部

に付着した汚染土壌を介した伝染の可能性は極めて低いと考えられる。 

一方，本病による枯死樹には例外なくキクイムシの加害があったことと，キクイムシの孔道があり枯死してい

ない個体からも本病原菌が検出されたことから，この地域では本病原菌がキクイムシ成虫によりイチジク成木に

持ち込まれ，樹体の枯死を引き起こしていると考えられた。 

キクイムシの介在の有無に関わらず，本病がどのようなプロセスを経て圃場間および圃場内で蔓延していくの

かを経時的に示す定量的なデータはこれまで無かった。本研究によりキクイムシが介在した圃場では，本病が激

害化して 3 年から 4 年で圃場内の枯死樹率が 40 ％前後に達することや，その後，廃園に至る事例が示された。 
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第1-2図 調査対象地域におけるイチジク圃場の位置関係（広島県尾道市浦崎町） 

四角囲みはイチジク調査圃場を示す 

その他の場所はキャベツおよびカボチャの栽培圃場 

第1-3図 アイノキクイムシ加害圃場率の推移（広島県尾道市浦崎町） 
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f)  No.9 圃場は 2010 年に全樹を伐採し廃園となったため 2009 年 10 月の値 

e)  No.8 圃場は 2010 年に約 7 割を伐採したため 2009 年 10 月の値 

d) 樹体および土壌からの株枯病菌の検出調査に供試した樹番号（第 1-4 図） 

c) 全ての枯死樹においてアイノキクイムシ穿孔加害を確認 

b) アイノキクイムシによる穿孔加害樹 

a) 開園当初の植栽樹を主体とし，2005 年の時点でアイノキクイムシおよび株枯病の発生履歴が

ない地域 

第1-3表 アイノキクイムシ初加害からの経過年数が異なる圃場における被害状況 

（2010年，広島県尾道市浦崎町 a）） 

初発年
（経過年数）

樹齢
株枯病菌

d）

検出調査樹

           1             0

（ 5.6）       （  0  ）

           3             0

（23.1）       （  0  ）

           5             0

（16.7）       （  0  ）

           4             0

（12.5）       （  0  ）

           1             0

（ 3.1）       （  0  ）

           1             0

（ 3.3）       （  0  ）

         16           14

（51.6） （45.2）

         17             8

（70.8） （33.3）

         43           19

（87.8） （38.8）

10 3 10-16
             0

     （  0  ）

              0

      （  0  ）
－

11 25 10-16
             0

     （  0  ）

              0

      （  0  ）
Ⅵ,Ⅶ,Ⅷ

12 19 10-16
             0

     （  0  ）

              0

      （  0  ）
－

13 3 10-16
             0

     （  0  ）

              0

      （  0  ）
－

14 16 10-16
             0

     （  0  ）

              0

      （  0  ）
Ⅸ,Ⅹ,Ⅺ

虫害なし

圃場
番号

調査
樹数

虫害
b）樹数

（虫害樹率（％））

枯死
c)
樹数

（枯死樹率（％））

Ⅰ10-1618
2010年

（初発当年）
1

2
2010年

（初発当年）
13 10-16 Ⅱ

Ⅲ

4
2009年

（１年）
32 10-16 Ⅳ

3
2009年

（１年）
30 10-16

－

5
2009年

（１年）
32 10-16

6
2008年

（2年）
30 10-16

－

8
e） 2006年

（4年）
24 Ⅴ25

7
2007年

（3年）
31 10-16

－

9
f） 2006年

（4年）
49 25 －
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図中のローマ数字は樹体番号を示す 

その下の数値はアイノキクイムシ初加害年を示し第 1-3 表と対応する 

Ⅰ～Ⅴ ： アイノキクイムシ加害あり，加害部位の幹から株枯病菌検出 

Ⅵ～Ⅺ： アイノキクイムシ加害なし，幹から株枯病菌非検出 

    土壌調査は水平方向 50 ㎝に限定して実施，全樹とも全ての 

部位で株枯病菌非検出のため，一事例のみ図示 

●： 根があり，土壌から株枯病菌が検出された部位 

空欄： 根がなく，土壌から株枯病菌非検出の部位 

○： 根があり，株枯病菌非検出の部位 

×： 樹体直下で土壌が採取できないため調査結果無し 

第1-4図 アイノキクイムシによる加害履歴の異なるイチジク樹幹部の

周辺土壌からの株枯病菌の検出状況  

土
壌
深
度
（

cm
）

 
樹幹からの水平距離（cm） 

虫害なし 
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第2章 アイノキクイムシが関与した場合の病徴発現の解析と防除方法の開発 

 

第1節 アイノキクイムシが関与した場合の病徴発現の解析 

株枯病菌を接種したイチジク苗木における病徴の進展過程（木部の通水阻害と萎凋

症状の関係） 

 

 本病はその感染経路より，従来から汚染土壌に由来する土壌病害として認識されている。さらに近年では，キ

クイムシによる媒介が指摘され（梶谷， 1996； 梶谷， 1999），キクイムシによる本病原菌の持ち込みが主要な

侵入経路となって本病が激害化した事例も示されている（第 1 章：森田ら， 2012b）。 

 本病について，病原菌の特定，発生・伝染経路などが解明されてきたが，発病の仕組みについては，衰弱・枯

死樹が圃場で発生したのちの断片的な情報のみしか存在しない。そこで本節では，本病の防除対策を開発する上

で必要なキクイムシが関与した場合の本病発病の仕組みの解明に取り組んだ。自然感染樹の観察だけでは萎凋に

至るまでの内部病徴を経時的に追跡できないため，キクイムシによる主幹組織へ複数の感染が集中した場合を想

定し，イチジク苗木の幹部への有傷接種によって起こる宿主内での本病原菌の分布や内部病徴の変化について，

外観健全な状態から萎凋枯死に至る一連の外部病徴の進展過程ごとに纏めた。 

 

1 材料および方法 

株枯病菌接種と試料採取 

供試苗木：2011 年 2 月 14 日に剪定した「蓬莱柿」の一年枝を，供試するまで冷蔵保存した。2011 年 6 月 7 日

に長さ約 5 cm に切断した一年枝をポット内に充填した培地（ハイポネックス®培養土）に挿し木した。その後，

接種日まで本病が発生していない無加温ハウス内で管理・育成した。挿し木 2 年目のクローン苗 40 本の平均茎

長および接種部の平均茎径は，それぞれ 103 cm および 17 mm であった。 

接種源：本県の主要なイチジク産地 5 ヶ所から分離した本病の菌株間には病原力に明瞭な違いがないことが確

認されている（森田ら， 2012a）。本試験では広島 cf 01 株（広島総研保存菌株；2006 年 5 月に広島県呉市安浦町

のイチジク枯死樹の地際周辺土壌から分離）を用いた。供試菌株は，PDA 平板培地で 2～3 週間前培養（25 ℃，

暗黒下）し，培地上に形成された菌叢上に滅菌した爪楊枝（長さ 7 cm，径 2.2 mm）を置いて，約 15 日間培養を

継続し，菌糸が十分に付着した爪楊枝を接種源とした。なお，後述の有傷無接種区には，滅菌爪楊枝を用いた。 

接種方法：接種様式は，既往の研究（Kuroda et al., 2005; 黒田， 2007）を参考にした。電動ドリルを用いて，

苗木の主幹中心部を垂直に貫通する穴（直径約 3 mm）をあけた。この穴に前述の爪楊枝を突刺し，主幹の反対

側に先端が 1 cm 程度出るまで押し込んだ。差し込んだ爪楊枝は，主幹表面の位置で両端を切断し，接種部の主



 
 

17 
 

幹も含めて接木用テープで覆い，付傷部からの水分蒸発を防止した。本実験を行う前に，同様の材料を用いて接

種点数に関する予備試験を行った。1 点，2 点，4 点および 6 点の有傷無接種を行ったところ，6 点接種では傷に

起因すると思われる枯死樹が発生し，4 点接種以下では枯死樹は発生しなかった。このため，接種に伴う傷のみ

の影響でイチジクの苗木が枯死せず，より高い確率で本病原菌を苗木に感染させる方法として，本研究では 4 点

接種を採用した。接種は，主幹の地際部から 10 cm 上の位置を中心に上下 2 ヶ所（合計 4 ヶ所）へ行った。近接

する接種点は Kuroda（2005）を参考に高さと角度をそれぞれ約 1 cm および 45°違え，全体として接種点を螺旋

状に配置した（第 2-1 図）。2012 年 9 月 5 日に菌接種と滅菌爪楊枝を用いた有傷無接種処理を実施した。供試苗

木は，露地圃場に置き，日に 3 回の灌水（灌水量は 1 L/回）条件で一律に管理した。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-1図 株枯病菌培養爪楊枝もしくは滅菌爪楊枝を

イチジク苗木主幹部に処理した方法の模式図 

接種源 

1cm 
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外部病徴の把握と試料採取 

本試験では，菌接種苗木における外部病徴の区分を，次のように定義した。菌接種していない苗木と比較して

見かけ上の違いが確認できない状態を外観健全（No external symptoms：NS），葉がしおれて下垂しているが枯死

していない状態を萎凋（Leaf wilting：LW），さらに全ての葉が褐色に変色した状態を枯死（Dead：D）とした。

接種 14 日以降 42 日後まで 7 日間隔で各 2～4 本をポットから抜き取り，以下の手順で解体し観察した。なお，

病徴発現までは無作為に採取し，一部の個体に病徴が発現した後は，病徴ありと無病徴の個体の両方を採取した。 

通水機能の測定と評価 

通水機能を評価するため，抜き取った苗木の根部を 1 ％酸性フクシン水溶液に浸して 2～4 時間吸水させた。

酸性フクシン水溶液を植物の根から吸入させると，木部で通水機能がある部分（道管，仮道管等）は染色される

が，変色部やその周囲部などで通水機能を失った部分は染色されないことが知られており，肉眼観察による通水

の把握に有用な手法である（Kuroda et al., 1988； 黒田・山田， 1996； Kuroda， 2005）。なお，後述のとおり，

有傷無接種の健全な苗木は，葉を摘み取っても水を吸い上げることを確認している。 

菌接種に伴う内部病徴の上下方向への広がりを調べるため，苗木の接種部を 0 cm とし，その上下方向に 5 cm

と 10 cm の位置で主幹を切断し，幹横断面（合計 5 ヶ所）（第 2-2 図）をデジタルカメラ（Nikon Coolpix P310）

で撮影した。なお接種 21 日後の供試苗木の一部で，接種部より 15 cm 上部で木部褐変が確認されたため，以降

に採取した接種苗木については，接種部より上方向の試料採取は苗木の先端部まで実施し，20 cm 以上の上部で

は 10 cm 間隔で切断して写真撮影した。通水停止が確実な部位を明らかにするため，供試木の各横断面について

既往の研究（黒田・山田， 1996； 黒田， 2007）により示された方法に沿い，褐変部，染色部を選定し，目視

で判定できる範囲をフリーハンドで指定した。その範囲の面積を画像解析ソフト Image J（National Institutes of 

Health）で計測し，それぞれ主幹木部の横断面積（髄を除く）に対する割合を算出した。木部褐変面積割合が 100 ％

に近づくほど，葉への水分供給の効率が低下していると言える。酸性フクシン水溶液による木部の染色面積割合

と褐変面積割合の両者から，接種苗木における通水阻害の進行状況を推定した。 

接種菌の検出 

写真撮影後の試料は本病原菌の検出調査に用いた。5 cm 間隔に切断した主幹片の上側切口（－10 cm のみ下側

切口）から約 1 cm の断片を採取し（第 2-2 図），表面を火炎殺菌した後に，ポリエチレン製袋内で湿室条件下，

25 ℃に保ち，30 日間静置した。この期間内に断片上に形成される子のう殻の有無により本病原菌の存在を判別

した。 
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2 結果および考察 

接種後の外部病徴の進展 

本病原菌接種後の病徴進展状況を第 2-3 図に示した（対照も含めて 32 本分）。萎凋症状の開始時期は，最も早

い例で接種の 10 日後であったため，外部病徴の進展については接種 2 週間後以降に調査した。本病原菌を接種

した多くの供試苗木は接種 2〜3 週間後に萎凋症状が発現し，その後 2〜4 日で枯死した。しかし，42 日後に病

徴が発現していない個体も 1 本存在した。このように病徴発現の時期が個体によりずれており，接種後の日数に

沿った解析では病気の進展プロセスの記述が困難であることから，以下の記述では前述の病徴によるグループ分

け（NS, LW, D）によって行い，第 2-4 図には菌を接種していない 2 グループと菌を接種した病徴別 3 グループ

の代表例について，酸性フクシン水溶液の吸水処理前と処理後の外観，主幹部の横断面を示した。無傷無接種の

対照木，有傷無接種の対照木および外観健全木では，酸性フクシン水溶液が葉の維管束まで到達することによっ

て全ての葉が赤く染色された。しかし，葉に萎凋が見られる個体や枯死した個体では葉が染色されなかった。 

第2-2図 接種部およびサンプル採集部位の模式図 

主幹の地際部から 10 cm 上部の位置を中心に， 

約 1 cm および 45 °違えた上下 2 ヶ所，合計 4 点接種（第 2-1 図） 

木部における褐変 

および通水面積の観察 

木部観察と接種菌検出 サンプリング 有傷接種 

接種したイチ

ジク株枯病菌

の検出調査 

酸性フクシン水溶液 

を根部から吸水 

接
種
部

 

接
種
部
か
ら
の
距
離
（

cm
）

 

試
料
採
取
部
位
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－5 

－10 

10 
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1cm 
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第2-3図 イチジク株枯病菌接種苗の病徴進展状況 

S：採取日，○：萎凋開始日，●：枯死日 

NS：外見健全，LW：萎凋，D：枯死 

C：無傷無接種，WC：有傷無接種 

有傷接種区 

無接種区 

接種後日数（日） 
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第2-4図  イチジク株枯病菌接種および無接種苗の根から酸性フクシン水溶液を吸水処理し

た後の木部横断面（病徴区分ごとの代表例） 
a)（）内の符号は第 2-3 図と対応 

b)     ☆は第2-5図を参照 

酸性フクシン

水溶液 

 

吸水処理前 

吸水処理後 

接
種
部
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ら
の
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）

 

20 
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−5 

−10 

 

 

調査なし 

無接種区 有傷接種区 

無傷 

(C3) a） 

 

有傷 

(WC6)  

 

外観健全 

(NS4)  

 

萎凋 

(LW2)  
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(D2)  
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株枯病菌の子のう殻形成が確認された範囲 

 断片上に本病原菌の子のう殻形成が確認された範囲を接種部からの距離別に第 2-1 表で示した。外部病徴別の

3 グループに分けたうえで，接種後の日数の順に整理した（第 2-1 表）。接種後 42 日間のいずれの時期でも，ま

た外部病徴が NS, LW, および D のどの段階でも，接種苗木の大半から接種部（0 cm）を中心に子のう殻形成が

認められた（第 2-1 表）。6 本の外観健全木のうち 3 本（NS1，3，5）は接種部のみ，1 本（NS2）は接種部から

下方向に 5 cm の部位でのみ子のう殻形成が確認された（第 2-1 表-NS）。接種 28 日後に採取した NS4 では接種

部から上下方向各 5 cm の全範囲で子のう殻形成が確認された。接種 42 日後に外観健全であった 1 本（NS6）の

み，子のう殻形成が確認されなかった。 

外部病徴が発現し，苗木が萎凋し始めた段階では，子のう殻形成が確認された範囲は外観健全木よりも広がっ

ていた（第 2-1 表）。萎凋症状が発現した初日の採取（LW2），萎凋症状発現の 3 日後（LW1）および 4 日後（LW5）

に採取した萎凋初期段階の 3 本では，接種部および下方 10 cm の範囲で子のう殻の形成が確認された。萎凋症状

が発現し 7 日後（LW4）と 13 日後（LW3）に採取した 2 本では，接種部を含めて上下両方向に各 10 cm の範囲

で子のう殻形成が確認された。接種部から上方 15 cm 以上では子のう殻形成が確認されず，20 cm から先端部ま

でのデータは表から割愛した。枯死後に採取した個体では，接種部とその下方 10 cm の範囲から子のう殻形成が

確認されたが，接種部の上方からは確認されなかった（第 2-1 表）。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

枯死を確認してから 12 日後（D3）および 30 日後（D4）に採取した 2 本は，枯死当日に採取した 2 本（D1 と

D2）と比較して子のう殻が形成される範囲は狭い傾向があった。なお，傷の有無にかかわらず無接種苗木からは

第2-1表 イチジク株枯病菌接種苗からの株枯病菌子のう殻の検出状況 a) 

a) ＼： 調査対象なし，●：子のう殻検出，－：非検出 

b) 接種から採取までの日数，（ ）内は病徴発現から採取日までの日数 

20 － － － － － － － － － － －

15 － － － － － － － － － － －

10 － － － － － － － － ● ● － － － － －

5 － － － ● － － － － ● － － － － － －

0 ● － ● ● ● － ● ● ● ● ● ● ● ● －

-5 － ● － ● － － ● ● － ● ● ● ● － －

-10 － － － － － － ● ● ● ● ● ● ● ● ●

NS1 NS2 NS3 NS4 NS5 NS6 LW1 LW2 LW3 LW4 LW5 D1 D2 D3 D4

14 14 14 28 35 42
21

（3）

21

（0）

28

（13）

28

（7）

35

（4）

21

（0）

28

（0）

35

（12）

42

（30）
接種後日数

b)

外部病徴

外観健全
（NS）

萎凋
（LW）

枯死
（D）

接種部
からの距離
（cm）

供試樹番号
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子のう殻形成は確認されなかった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内部病徴としての木部褐変範囲の拡大 

 木部横断面の代表例を第 2-4 図と第 2-5 図に示した。外部病徴の有無に関係なく接種苗木の木部褐変面積割合

は，接種部を含めた上下 5 cm の範囲で値が高く，接種部から上下いずれの方向でも 10 cm 離れると値が低い傾

向があった（第 2-6 図）。一部の苗木では木部褐変が，接種部から上方 15 cm でも確認された。全ての苗木で接

種部より上方 20 cm 以上では褐変が認められず，データの図示を割愛した。本病原菌の子のう殻形成が確認され

る範囲（接種部からの距離：最大 10 cm）では木部褐変が認められたが，試料採取時に本病原菌が確認されなか

った範囲もあった。外観健全木の 6 本のうち 4 本（第 2-6 図-NS1，2，3，6）は，接種部でのみ褐変が確認され，

褐変面積割合の最大値は 1.3～6.1 ％であった。残りの 2 本（NS4，5）は，褐変が確認された範囲が接種部に加

えて 5 cm 下方に広がっており，褐変面積割合の最大値は 13.9 と 16.4 ％であった。外観健全木では褐変が確認

された範囲が上下に広がると褐変面積割合の値が大きくなる傾向が見られた。萎凋木では，外観健全木と比べて

褐変が著しく拡大した。褐変範囲は，接種部から下方 10 cm，上方 15 cm に広がり，木部褐変面積割合の最大値

は 16.5～52.4 ％であった。枯死木の木部褐変は，萎凋木とほぼ同等の傾向であった。褐変範囲は接種部から下方

10 cm，上方 15 cm で，木部褐変面積割合の最大値は 21.6～46.9 ％であった。なお，有傷無接種苗木の一部で，

付傷部でのみ僅かな木部褐変（面積割合 1 ％以下）が観察された。無傷無接種苗木では，いずれの部位において

も木部褐変は確認されなかった。 

褐変部位 

☆B （LW） ☆A （C）  

染色部位 

第 2-5 図 酸性フクシン水溶液による木部の染色部位および褐変部

位の代表例 

☆A と☆B のサンプリング部位は第 2-4 図を参照 
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通水面積割合の変化 

酸性フクシン水溶液による染色範囲（第 2-4 図，第 2-5 図）から算出した通水面積割合の最小値は，無傷無接

種苗木では 40.8～60.8 ％であった（第 2-7 図-C1～5）。有傷無接種苗木の通水面積割合は，付傷部での値が最も

低い傾向があり（第 2-7 図-WC1～12），通水面積割合の最小値は，接種当日 3.7～10.8 ％，21 日後 6.5～23.0 ％，

42 日後 16.4 と 17.1 ％であった。付傷後に日数の経過した個体では通水が部分的に回復し，通水面積割合が接種

日よりも高い傾向が認められた。有傷無接種苗木では，付傷部の通水面積割合が低くなるものの，調査期間中に

萎凋・枯死する苗木は発生しなかった（第 2-3 図）。 

本病原菌接種苗木のうち，外観健全木の通水面積割合（第 2-8 図）は有傷無接種苗木の付傷日および 21 日後

のグラフ（第 2-7 図）と類似したパターンを示した。萎凋木（第 2-8 図）では外観健全木より全般的に通水面積

割合の値が小さかった。特に接種部の値が 4.6 ％以下と低かっただけでなく，接種部の上部（5 cm, 10 cm）の通

水面積割合が接種部の下部の値と比較してより低い傾向があった。萎凋開始直後の 3 本（第 2-8 図-LW1，2，5）

は接種部で通水面積割合の最低値を示したが，萎凋開始から日数が経過した苗木 2 本（第 2-8 図-LW3，4）は接

種部の上部で通水面積割合が最低値となり，2.4 ％以下であった。枯死木（第 2-8 図- D）4 本のうち 3 本（D1，

2，4）で染色部位は確認されなかった。残りの 1 本（D3）も接種部の下方で僅かに染色部位が確認されたのみで

あった。 

 

外観健全 

（NS） 

萎凋 

（LW）    

枯死 

（D）   

接種部からの距離 （cm） 

第2-6図 イチジク株枯病菌接種苗における木部での褐変面積の割合 
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第 2-7 図 イチジク株枯病菌無接種苗木における酸性フクシン水溶液処理による木部での 

通水面積の割合（C：無傷無接種，WC：有傷無接種） 

付傷日 付傷 21 日後 付傷 42 日後 

付傷部からの距離（cm） 

 
木
部
通
水
面
積
割
合
（
％
）

 

外観健全 

（NS） 

萎凋 

（LW） 

枯死 

（D） 

接種部からの距離（cm） 
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第2-8図 イチジク株枯病菌接種苗における酸性フクシン水溶液処理による病徴ごとの木部での

通水面積の割合 
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内部病徴と外部病徴から推測される本病発生の仕組み 

本節では，萎凋・枯死に至るまでの内部病徴を経時的に追跡するため，キクイムシの加害を模してイチジク苗

木の幹部に本病原菌を有傷接種し，その接種苗木で発現する外部病徴の進展過程に沿って木部での通水状況を中

心に解析し，本病による枯死原因が幹部の通水阻害であることを実験的に証明した。 

本病原菌を接種した苗木では，菌の分布と褐変の拡大および通水阻害に以下のような関係が見られた。葉の萎

凋前で外観が健全な個体では，本病原菌は接種部および上下 5 cm 程度の狭い範囲に分布していた。しかし，萎

凋が開始した段階では本病原菌の検出範囲は接種部の上下方向に最大 10 cm まで拡大し，木部の褐変面積割合は

外観健全木と比べて著しく拡大していた。酸性フクシン水溶液の吸水による染色面積とあわせて判断すると，萎

凋が開始した時期には，通水機能のある範囲が外観健全木より著しく狭くなっていたと考えられる。萎凋開始後

には酸性フクシン水溶液による葉の染色が見られなくなったこと，接種部より上部の木部では染色部位がほとん

ど無くなったことから，主幹部の通水がほぼ停止し，葉に届く水分が著しく減少したことが推測された。なお，

葉の有無が通水に及ぼす影響について「蓬莱柿」の挿し木 2 年目の健全クローン苗を用いて実験を行った（森田

ら，未発表）。その結果，葉を除いた苗は，葉を除かない苗と比較して染色面積割合に大きな差がないことが示

された。このことから，本研究で議論している通水部位（断面積）の減少は，葉の蒸散機能の低下に起因せず，

木部の褐変面積の拡大に伴う通水阻害に起因するという判断が妥当である。また，本病原菌を接種せず，傷によ

る通水への影響を確認した試験において，傷をつけた直後の傷近辺の通水面積割合の値が顕著に低かったが，傷

の上部では酸性フクシン水溶液による染色範囲は広く保たれ，通水の継続が認められた。この理由として，エゾ

マツを用いた実験により，物理的な小さな傷の場合，破壊された道管は通水停止するが，根からの吸水に伴う木

部樹液の上昇は破壊部位を迂回して上昇していることが知られている（Hillis, 1987）。有傷無接種の苗木では，横

断面における通水面積の割合は付傷当日以降にやや回復して通水が継続し，どの個体も萎凋・枯死しなかった。  

枯死木で萎凋段階よりも本病原菌の子のう殻形成が確認された範囲が狭くなったことについては，既報のとお

り，通水停止によって宿主組織が乾燥して菌の生息に適さなくなったか，あるいは二次的に寄生した生育の早い

腐生菌などが優占し，本病原菌の検出が困難になった可能性がある（川口ら， 2011）。なお，本病原菌の子のう

殻形成が確認されなかった外観健全木 1 個体では接種 42 日後に通水が維持されており，本病原菌が組織内で定

着しなかった可能性がある。 

木部組織の褐変は，樹木病害において頻繁に観察される現象であり，傷や昆虫，微生物等の活動に対する防御

反応の一つとして知られている（Hillis, 1987）。本研究の接種で観察された木部の変色は，虫媒感染を経て萎凋し

たイチジクの樹幹について Kajii et al. （2013） が観察した褐色ないしは黒褐色の変色と同じものであると推測

された。この木部組織の褐変という現象によって，感染した菌類が封じ込められることはあるが，Kajii et al. （2013） 

は，本病ではその封じ込め効果は部分的であることやキクイムシの孔道形成によって防御の境界線が破られた事
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例を報告した。ブナ科樹木萎凋病（ナラ枯れ）の場合は，媒介昆虫の密な孔道形成によって宿主の防御が木部内

で広がり，変色の拡大による通水停止のため大径木が短期間に枯死することが明らかになっている（黒田･山田， 

1996）。病原菌は異なるが，病徴進展，樹幹内部の変色と通水停止などで，本病とブナ科樹木萎凋病には類似点

が認められることが本研究により示された。 

本研究で把握した外部病徴と内部病徴の進展状況から，本病原菌接種によりイチジクが枯死する仕組みの概要

は以下のように推測される。①接種部を中心に病原菌が分布する範囲が拡大し，木部の褐変が広がる。②木部の

褐変が広がると，木部の通導組織では通水停止した部分が増加する。③接種部付近の横断面で通水面積割合が低

下すると葉に届く水分量の著しい減少により萎凋症状が表れる。④通水停止の状態が継続することにより，感染

木は枯死に至る。なお本研究により，菌の進展範囲は接種部から 10 cm 以内で，梢端を含む広域の分布は確認さ

れなかった。感染への防御反応である木部褐変の範囲も最大 15 cm であった。このデータから，葉の萎れ，褐変，

梢端部の枯死は菌の直接的影響による壊死が原因ではなく，水分通導の減少〜停止により発生した可能性が高い

ことが示された。黒田・山田（1996）により，ナラ枯れで示された萎凋・枯死に至る条件である通水機能の停止

が，本試験では接種部付近で発生したものと考えられる。 

 

第2節 アイノキクイムシ加害防止技術の開発 

 

第 1 章で本県におけるキクイムシが介在した本病の激害化事例を示した。キクイムシの穿入防止対策として，

主要な加害部位である地際幹部を中心に MEP 乳剤の原液を年 2 回（4 月と 7 月）処理する方法が確立されてい

る。しかし，媒介昆虫として考えられているキクイムシ成虫からの本病原菌の検出や防除適期を特定するために

必要なキクイムシの発生消長については，福岡県より報告（梶谷， 1996； 梶谷， 1999）されているが，本県

を含めて他の府県での調査事例は存在しない。また，キクイムシ防除のための登録農薬は一種類しかなく，農薬

登録上の使用方法が「散布」ではなく「塗布」に限定されている。このため株元に 1 樹ずつ薬剤を人力で塗布す

る作業は，苦痛を伴う長時間の労働が必要となる。作業の煩わしさのため，全く防除を行わない生産者が多数存

在し，それらの園で発生したキクイムシが火種となって，周辺のイチジク園へ被害が急速に拡大している。この

ような状況の下，イチジクの生産現場からは「簡易で確実なキクイムシ対策」の早期開発が強く求められている。 

そこで，本県における防除適期を設定するためキクイムシの発生消長を調査した。さらに，キクイムシの加害

を防止することの重要性を明らかにするため，本県内の産地から得た材料を用いて，キクイムシ成虫の本病原菌

保持割合や樹幹内での孔道形成時に排出されるフラス（虫糞および木くず）に本病原菌が含まれるかどうかを確

認した。加えて，キクイムシに対する薬剤の殺虫効果を評価する実験系を開発し（軸丸・森田， 2015），既存方

法と同等の防除効果を確保しつつ作業性が向上する使用方法の改良を検討した。 
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1 材料および方法 

加害樹からのアイノキクイムシの脱出数および発生消長 

本県江田島市の圃場でキクイムシの穿入が 2008 年に多数確認された「蓬莱柿」（樹齢 15～20 年）3 本を伐倒

し，それぞれの穿入部位を 2009 年 1 月に持ち帰った。江崎（2002）により開発されたスカート型トラップを改

変して直射日光を避けて自然温度条件下で管理し，これらの穿入部位から脱出する成虫数を 2009 年 4～10 月ま

で調査した。 

アイノキクイムシの株枯病菌保持割合とフラスの汚染割合 

1-1 と同じ本県江田島市のキクイムシの加害と本病が多発する圃場から 2009 年 7 月 16 日に，「蓬莱柿」枯死樹

を 1 本伐倒し，キクイムシが多数穿孔している株元（高さ約 30 cm，第 2-9 図 a）を採取した。伐倒時の樹高は

約 2 m ，株元直径約 20 cm ，樹齢は 10 年生であった。試料はプラスチック製容器（25 × 25 × 40 cm）に入れ，

キクイムシが外部へ脱出しないように 24 メッシュのステンレス製金網で蓋をし，25 ℃で管理した。2009 年 8 月

6 日から 9 月 16 日の間に，株元から脱出したキクイムシ成虫と孔道から長さ 2～3 cm，直径約 5 mm の円柱状に

突き出したフラス（第 2-9 図 b）から本病原菌の検出を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全な「蓬莱柿」の一年枝（直径約 2 cm）を長さ約 10 cm に切断し，端から約 1 cm の位置に錐で直径約 5 mm，

深さ約 5 mm の穴を開けた。これらの穴に，キクイムシ成虫もしくはフラスを入れ，その後，穴をパラフィルム

で覆い，蒸留水で湿らせたティッシュペーパーを入れたビニール袋にこの枝を入れ，25℃全暗条件で静置した。

水分が直接枝に触れないようにビニール袋の上からティッシュペーパーを輪ゴムで縛った。3 週間培養した後

に，枝の端から子のう殻が発生するかどうかで本病原菌の有無を確認した。 

第2-9図 イチジク株元のアイノキクイムシによる加害状況 
a)  採取したイチジクの株元                               

b)  穿入孔（右下丸）とフラス（中央丸） 

a b 
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開発した殺虫効果評価系を用いた有効薬剤の選択 

試験方法：藤戸（2015）によりキクイムシの人工飼育法が確立された。そこで，この人工飼育個体群を利用し

て薬剤の殺虫効果を評価する実験系を考案した。果樹研究部内で採集した「蓬莱柿」の切り枝（長さ 5 cm，直径

約 1.8 cm）に，MEP 乳剤の原液を塗布，または MEP 乳剤の 1.5 倍液を散布処理して風乾させた。処理枝もしく

は無処理枝は，プラスチックカップ（高さ 12 cm，容積 900 ml）の中央部に 1 本設置した。カップにキクイムシ

の雌成虫 10 匹を放飼して蓋をした。16 時間明期，8 時間暗期の条件で 25 ℃に設定したインキュベーターで最終

調査日まで管理した。接種には，本県呉市の加害樹から採取し，その後代を人工飼育したキクイムシ雌成虫（名

古屋大学より提供）を供試した。 

調査内容：殺虫効果について，処理 2 日後のキクイムシの状態を，穿孔（食害），穿入（穿孔が進み，虫体が

枝の穴に完全に入っている），徘徊，苦悶（刺激を与えると動き出す），死亡（刺激を与えても動かない）に区分

し虫数を調査した。穿孔の深さについては無処理区で死亡虫が初めて確認された処理 15 日後に調査し，食害や

穿孔の数および深さを計測した。 

改良した使用方法の防除効果と作業性調査 

調査区：本県江田島市および尾道市の現地「蓬莱柿」露地圃場（樹齢 8～10 年生）の 2 ヶ所で実施した。既存

方法の MEP 乳剤原液塗布を対照薬剤区とし，MEP 乳剤 1.5 倍散布区および無処理区の試験区ごとに 5～9 樹反

復で実施した。 

処理方法：MEP 乳剤 1.5 倍散布区では背負式バッテリー噴霧器を用いて，地際から約 40 cm 上部までの主幹部

に薬液を散布した。薬液が幹を伝い流れ落ちる程度に十分量（約 1 L / 樹）を処理した。対照薬剤区は地際から

約 40 cm 上部までの主幹部に刷毛を用いて MEP 乳剤の原液を塗布した。幹表面が露出しないように塗布し，樹

あたり約 1 L の処理量であった。 

調査方法：薬剤処理時点でキクイムシによる加害のない健全樹を供試樹とした。江田島市圃場では 2014 年 7

月 11 日に，尾道市圃場では 7 月 15 日に薬剤処理した。10 月 28 日の最終調査日まで約 1 ヶ月間隔で，薬剤処理

後にフラス（虫糞および木くず）の排出がみられる孔数を樹ごとに調査した。 

作業時間（処理薬量）：果樹研究部場内の露地圃場（3 a）で「蓬莱柿」（樹齢 4 年生）22 本を対象に，2010 年

3 月 30 日と 7 月 27 日の 2 回調査した。併せて処理薬量を計測し，10 a あたりに換算して集計した。 

 

2 結果および考察 

加害樹からのアイノキクイムシの脱出数および発生消長 

調査の結果，全ての供試樹からキクイムシ成虫が脱出し，樹一本あたり 1,000 頭以上の成虫が脱出した（第 2-

2 表）。脱出のピークは，5 月上旬と 8 月上旬の 2 回認められ，脱出数は 5 月より 8 月の方が多かった（第 2-10
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図）。脱出時期に関するこれらの知見は，園内にイチジク切り枝を設置してキクイムシの加害時期を調べた梶谷

（1999）の結果とほぼ一致した。以上の結果から，条件が整えばキクイムシは爆発的に増加し，このことにより

第 1 章のような本病の激害化につながったと推察された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アイノキクイムシの株枯病菌保持割合とフラスの汚染割合 

2009 年 8 月 10 日の実験ではキクイムシ成虫から本病原菌が検出されなかった（第 2-3 表）。一方，8 月 21 日

と 9 月 16 日の実験では検出頻度がばらつくものの，キクイムシ成虫が本病原菌を保持していることが示された

（第 2-3 表）。キクイムシの孔道から排出されるフラスでは 8 月 10 日および 21 日の両日とも本病原菌が検出さ

れた（第 2-4 表）。本研究により，本県でもキクイムシが本病原菌を保持していることが証明された。キクイム

第2-10図 アイノキクイムシ成虫の脱出消長 

第 2-2 表の 3 樹のデータをまとめ経時的に表記 

捕
獲
成
虫
数

 

4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 

800 

400 

0 

第2-2表 イチジク樹体から脱出したアイノキクイムシ

成虫総数 

a)  2009 年 4 月から 9 月までの調査合計値 

サンプルはキクイムシの穿孔を多数確認した樹齢 15～20 年生の 

「蓬莱柿」由来 

2009 年 1 月に広島県江田島市で採取 

樹番号 供試部位 総脱出成虫数
a)

1 株元幹部＋主枝2本 1,292

2 主枝1本 1,122

3 主枝1本 1,022
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シ成虫からの本病原菌の検出は，福岡県についで 2 例目である。加えて本研究で初めてキクイムシの孔道由来の

フラスから本病原菌が検出され，地表に落下したフラスによって土壌が汚染される可能性が示された。この点を

傍証する事例として，第 1-4 図においてキクイムシの加害履歴が長くなるのに応じて，本病原菌が検出される土

壌の範囲が拡大することが確認されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

改良版アイノキクイムシの穿入防止対策 

対照薬剤区および薬剤 1.5 倍散布区では放飼 2 日後に全供試虫の死亡が確認されるのに対して，無処理区では

14 日後まで全ての供試虫が生存し，15 日後に初めて死亡虫が確認された（第 2-5 表）。穿孔の状況について，無

処理区では樹皮からの深さが約 6 mm であり，木部に達していた。薬剤処理した両区とも穿孔の深さが 2 mm 以

下であり，樹皮のみ加害され木部まで至る個体はなく，薬剤の原液塗布と 1.5 倍散布による処理区間に差は認め

られなかった（第 2-6 表）。以上のことから，MEP 乳剤 1.5 倍散布は対照の MEP 乳剤原液塗布と比較して，ほ

ぼ同等の防除効果があることが示唆された。 

第 2-3 表 アイノキクイムシ成虫を接種したイチジク切り枝からの

株枯病菌の検出状況 

a) 子のう殻形成の有無より検出率を算出                    

サンプルはキクイムシの穿孔を多数確認した 10 年生「蓬莱柿」の株元由来 

2009 年 7 月に広島県江田島市で採取                

接種源 接種日
株枯病菌検出数

a）

（株枯病菌検出率（％））

8月10日 4
0

（0）

8月21日 4
2

 （50.0）

9月16日 20
2

（10.0）

調査枝数

成虫

第 2-4 表 アイノキクイムシのフラスを接種したイチジク切り枝か

らの株枯病菌の検出状況 

a) 子のう殻形成の有無より検出率を算出                     

サンプルはキクイムシの穿孔を多数確認した 10 年生「蓬莱柿」の株元由来 

2009 年 7 月に広島県江田島市で採取                     

接種源 接種日
株枯病菌検出数

a）

（株枯病菌検出率（％））

8月10日 8
2

 （25.0）

8月21日 19
5

 （26.3）

調査枝数

フラス
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改良した使用方法の防除効果と作業性調査 

現地実証調査 2 事例（第 2-7 表，第 2-8 表）において，最終調査日における樹あたりのフラスの排出がみられ

る孔数から防除効果を判定した。本剤 1.5 倍散布は，対照の本剤原液塗布と比較してほぼ同等の防除効果があっ

た。無散布と比較して防除効果が認められたことから実用性はあると思われる。また，葉，果実ともに薬害は認

められなかった。 

第2-6表 試験区別のアイノキクイムシ穿孔状況 

a) 無処理区で死亡虫が初めて確認された放飼 15 日後の値 

Ⅰ 10 2 1.5

Ⅱ 10 5 1.2 ± 0.2

Ⅲ 10 3 2.0 ± 0.0

Ⅰ 10 6 1.0 ± 0.0

Ⅱ 10 3 2.0 ± 0.0

Ⅲ 10 3 1.3 ± 0.4

Ⅰ 10 9 5.7 ± 1.0

Ⅱ 10 11 5.8 ± 0.9

Ⅲ 10 7 6.0 ± 0.9

供試薬剤
処理
方法

倍率 反復
放飼
虫数

調査項目

備考
穿孔数

穿孔の深さ
a)
（㎜）

平均 ± 標準誤差

無処理 － 食害は木部に至る

試験薬剤
　　MEP乳剤

　　MEP　1％
散布 1.5倍

樹皮のみ食害
木部まで至るものなし

対照薬剤
　　MEP乳剤

　　MEP　1％
塗布 原液

樹皮のみ食害
木部まで至るものなし

第2-5表 薬剤の処理方法がアイノキクイムシの殺虫効果に及ぼす影響 

a)  放飼 2 日後の値      

b)  無処理区で死亡虫が初めて確認された放飼 15 日後の値 

穿孔 穿入 徘徊 苦悶

Ⅰ 10 0 0 0 0 10

Ⅱ 10 0 0 0 0 10

Ⅲ 10 0 0 0 0 10

Ⅰ 10 0 0 0 0 10

Ⅱ 10 0 0 0 0 10

Ⅲ 10 0 0 0 0 10

Ⅰ 10 0 9 1 0 0

Ⅱ 10 0 6 3 0 1

Ⅲ 10 0 5 4 0 1

無処理
b) －

試験薬剤
a)

　　MEP乳剤

　　MEP　1％
散布 1.5倍

対照薬剤
a)

　　MEP乳剤

　　MEP　1％

塗布 原液

調査項目

虫数

死亡

供試薬剤
処理
方法

倍率 反復
放飼
虫数
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年間 2 回の薬剤処理に必要な作業時間と防除経費について，既存の原液塗布と 1.5 倍散布で比較した値を第 2-

9 表に示した。薬剤 1.5 倍散布の年間作業時間は 14 時間/10 a で，既存の原液塗布の 7.2 ％となりキクイムシ防

除にかかる作業時間を大幅に削減することが可能になった。防除コストについても 1.5 倍散布は 129,000 円で，

原液塗布の 47.1 ％に削減された。 

新たに開発した評価系による室内試験と現地実証試験の結果から MEP 乳剤の 1.5 倍液の主幹部への散布は実

用性があると判断した。また，防除を行う際の作業姿勢は，身体的負担が大きい中腰姿勢から自然な立ち姿へと

改善が図られる。薬剤 1.5 倍液散布は既存の原液塗布と同等の防除効果がありながら，従来法より大幅な作業時

間の短縮が可能となり普及性が向上した。このため本防除法は，防除を実施しないイチジク園を減少させ，ひい

ては被害の激害化や広域化の軽減に繋がる有効な手段として期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-7表 現地圃場における薬剤の防除効果（2014，広島県江田島市） 

7月11日 8月11日 9月10日

処理前 31日後 61日後

Ⅰ 0 0 0 0

Ⅱ 0 0 0 0

Ⅲ 0 0 0 0

Ⅳ 0 0 0 0

Ⅴ 0 0 0 0

Ⅰ 0 0 0 0

Ⅱ 0 0 0 0

Ⅲ 0 0 0 0

Ⅳ 0 0 0 0

Ⅴ 0 0 0 0

Ⅰ 0 3 3 3

Ⅱ 0 0 0 0

Ⅲ 0 0 0 0

Ⅳ 0 0 0 0

Ⅴ 0 0 0 0

Ⅵ 0 0 0 0

Ⅶ 0 5 5 23

薬害
10月28日

109日後

供試薬剤
処理
方法

倍率 反復

フラスの排出がみられる孔数/

主幹・主枝部（地表から約40㎝上部まで）

無処理 － －

試験薬剤
　　MEP乳剤

　　MEP　1％

主幹・主枝
部への散布

1.5倍 なし

対照薬剤
　　MEP乳剤

　　MEP　1％

主幹・主枝
部への塗布

原液 なし
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第 2-9 表 農薬使用方法改良によるアイノキクイムシ防除の作業時間およびコストの削減効果

（10 a /年） 

a)  人件費は 1 時間あたり 1,000 円として計算                                           
b)  10 L の背負式バッテリー動噴（初年度の購入費用） 

内容

作業時間　農薬処理（年2回） 194 時間 14 時間 7.2%

内訳

春季（4月中旬） 65 時間 4 時間

夏季（７月上旬） 129 時間 10 時間

防除経費 274,000 円 129,000 円 47.1%

内訳

人件費
a) 194,000 円 14,000 円

農薬費 80,000 円 80,000 円

散布器具（1台）
b) 35,000 円

既存の防除技術
薬剤原液塗布

改良後の防除技術
薬剤1.5倍散布

対既存技術比

第2-8表 現地圃場における薬剤の防除効果（2014，広島県尾道市） 

a)  同一地域内で近隣する圃場での加害樹（防除等の管理は試験圃場と同一） 

7月15日 8月11日 9月12日 10月28日

処理前 27日後 59日後 105日後

Ⅰ 0 0 0 0

Ⅱ 0 0 0 0

Ⅲ 0 0 0 0

Ⅳ 0 0 0 0

Ⅴ 0 0 0 0

Ⅰ 0 0 0 0

Ⅱ 0 0 0 0

Ⅲ 0 0 0 0

Ⅳ 0 0 0 0

Ⅴ 0 0 0 0

Ⅰ 0 0 0 0

Ⅱ 0 0 0 0

Ⅲ 0 0 0 0

Ⅳ 0 0 0 0

Ⅴ 0 0 0 0

Ⅵ 0 0 0 0

Ⅶ 0 0 0 0

Ⅷ
a) 0 0 0 7

薬害供試薬剤
処理
方法

倍率 反復

フラスの排出がみられる孔数/

主幹・主枝部（地表から約40㎝上部まで）

無処理 － －

試験薬剤
　　MEP乳剤

　　MEP　1％
主幹・主枝
部への散布

1.5倍 なし

対照薬剤
　　MEP乳剤

　　MEP　1％
主幹・主枝
部への塗布

原液 なし
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第3章 土壌由来の感染に伴う病徴発現の解析と防除方法の開発 

 

第1節 株枯病発生地に定植したイチジク苗木に対する株枯病菌の初期感染時期の推定 

 

汚染土壌を対象とした本病防除方法の一つとして，薬剤の土壌灌注処理が知られている。1990 年代には，本病

への早急な登録取得を目指して複数の試験研究機関が協力し，トリフルミゾール水和剤などが登録拡大された

（外側ら， 1999）。薬剤の土壌灌注処理に関して，これまで定植時およびその後の処理の必要性を指摘した報告

があり（例えば清水ら，1999），それに基づく指導も実施されている。しかしながら，定植時からの灌注処理の

必要性について根拠を明示した報告は存在しない。加えて，薬剤灌注処理の開始時期に関する問い合わせが，イ

チジク生産者から頻繁に寄せられる（森田，未発表）。これらのことから，薬剤の土壌灌注処理方法は生産現場

で十分に理解されていないのが実状である。 

土壌経由の感染について，定植後の萎凋・枯死木の発生を年単位でまとめたデータは存在する（例えば Hosomi 

et al., 2012）が，定植当年に数週間単位で感染状況を追跡した事例は存在しない。汚染土壌に定植した苗木の初

期感染状況が把握できれば，本病の発生生態が明らかになるとともに，定植時からの灌注処理の重要性をその根

拠と共に示すことができる。 

そこで，本研究ではイチジク苗木を本病発生圃場に定植し，その 2 ヶ月後から約 2 週間間隔で苗木を採取・解

体し，本病原菌の初期感染時期を調べた。また，これらの苗木と由来，定植日および定植場所が同じ苗木を，定

植後 6 年目まで継続して観察する処理区を設け，防除対策を全く実施しない条件における本病の発生状況を把握

した。これらの結果に基づき，本病の初期感染時期を推定するとともに，汚染土壌への定植時から薬剤の土壌灌

注処理を開始する必要性についてイチジク生産者に対して改めて提案する。 

 

1 材料および方法 

供試苗 

「蓬莱柿」と「桝井ドーフィン」を供試した。2008 年 2 月に剪定した一年枝を，挿穂として使用するまでの間

約 5 ℃で冷蔵保存した。これらの一年枝を 2008 年 4 月に長さ約 15 cm に切断し，ポット内に充填した培地（ハ

イポネックス®培養土）に挿し木した。その後，本病が発生していない当研究部の無加温ハウス内で定植日まで

管理し，苗木を生育させた。定植時の供試苗の枝長は平均 68.2 cm であり，挿し木後約１年経過したクローン苗

であった。 

調査地および定植本数 

第 1 章で調査を行った本県西部に位置する呉市安浦町のイチジク圃場では 2008 年の夏季に本病によって「蓬
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莱柿」5 樹が枯死し，同じ年の冬季に抜根していた。このような履歴の同一圃場の株跡を 5 地点使用した。本病

の菌密度を均一化するため，抜根した発病樹の株跡を中心として 1 m 四方（深さ 30 cm）の土壌を各々の地点内

で実験前にシャベルで混和した。また，混和後の土壌を回収し，梶谷（1995）の方法により本病原菌による汚染

土壌であることを確認した。2009 年 3 月 14 日に，「蓬莱柿」25 本（5 地点に各 5 本），「桝井ドーフィン」45 本

（5 地点に各 9 本）を定植した。 

定植から約半年間の苗木感染状況調査 

定植した苗木の中で，「蓬莱柿」18 本と「桝井ドーフィン」28 本を用いた。定植当年の感染状況を調査するた

め，定植後 69 日，83 日，97 日，111 日，125 日，136 日，150 日および 171 日の合計 8 時期に苗木の根部を含め

て採取した。採取苗木は，根部に付着した土壌を水道水で洗い流した。97 日までの 3 時期は両品種 1 本，その

後 171 日までの 5 時期は両品種各 5 本（各地点 1 本）を基本に採取した。なお，「蓬莱柿」については供試苗木

本数の都合から，定植後 125 日と 150 日の 2 時期は採取しなかった。 

採取した苗木の感染状況を調べるため，次の手順でサンプルを分割した（第 3-1 図）。根部は太い順に 3 本を

選び穂木から先端方向に 5 cm の部位を採取した。挿し木をした穂木部は上下方向に 5 cm 間隔で 3 つの部位に分

割した。枝部は上下方向に 10 cm 間隔で先端まで分割した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-1図 株枯病汚染土壌に定植したイチジク苗木からのサンプリング部位 

枝部（10 cm 間隔） 

挿し木穂木部（5 cm 間隔） 

根部（挿し木穂木部から 5 cm） 
5 cm 

5 cm 

10 cm 
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本病の代表的な内部病徴とされる木部横断面の褐変の有無を試料採取時に目視で確認した。その後，各組織は

表面が乾燥して一部が焦げる程度火炎殺菌し，滅菌水で浸漬したティッシュペーパーを入れたポリエチレン製袋

で密封した。この袋を 25 ℃の湿潤条件で 30 日間静置し，期間内に各組織の断片上に形成される子のう殻の有無

により本病原菌の存在を判別した。対象とした苗木の調査部位で 1 ヶ所でも本病原菌が検出された場合，感染苗

木とみなし，発生割合を品種別に集計した。 

定植後6年間における枯死の発生状況調査 

定植した苗木の中で，「蓬莱柿」7 本と「桝井ドーフィン」17 本を用いた。全ての葉が褐色に変化した状態を

枯死と定義した。枯死木が発生しやすい時期として知られる春と秋（外側ら， 1999）を中心に肉眼観察し，各

調査年の 11 月までに確認した枯死木数を集計して累積枯死率を算出した。枯死樹は地際幹部を回収し，木部横

断面に形成される褐変と 25℃湿潤状態に保った後に木部に形成される子のう殻から本病原菌の存在を確認した。 

 

2 結果および考察 

定植後約半年以内の苗木の感染状況 

定植 69 日後，83 日後の苗木抜根採取調査時には，萎凋や枯死などの外部病徴が観察された苗木は存在しなか

った。両品種とも定植 97 日後に感染苗木が初めて確認された（第 3-1 表，第 3-2 表）。以降の調査日毎の感染苗

木率は，「蓬莱柿」では 60～80 ％，「桝井ドーフィン」では 80～100 ％となり，両品種とも高く推移した。本病

特有の内部病徴である木部褐変が観察された苗木数は，「蓬莱柿」で 18 本の内 4 本，「桝井ドーフィン」で 28 本

の内 1 本であった。97 日目までの供試本数がそれぞれの品種で 1 本であったことや，比較的感染率の低い定植

地点Ⅱの苗木を 83 日後に調査していることから，97 日以前の感染について再度調査を実施し，より詳細に初期

感染時期を推定する必要がある。 

供試苗木によっては調査部位間で連続して本病原菌が検出されない場合もみられた。この現象は，清水ら（2008）

が行った遺伝子診断法を用いた本病原菌の検出結果と類似している。本試験においても，清水ら（2008）と同様

にその原因は不明であった。 
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第3-1表 株枯病汚染土壌に定植したイチジク苗木「蓬莱柿」への感染状況（2009年 3月 14日定植）a) 

a) －：株枯病菌および木部褐変とも確認されなかった部位，空欄：調査対象なし 

b) 太い順に 3 本を選び，挿し木穂木の発根基部 0 cm から 5 cm の部位 

●：株枯病菌の検出部位， ：木部褐変が確認された部位                                      

5/22

（69）

6/5

（83）

6/19

（97）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18

70 ～ 80 － － － － － －

60 ～ 70 － － － － － － － －

50 ～ 60 － － － － － ● － － － － － － － －

40 ～ 50 － － － － － － ● － － － － － － － － － － －

30 ～ 40 － － － － － － ● － － － － ● － － － － － －

20 ～ 30 － － － － － － ● － － － － － － － － － － －

10 ～ 20 － － － － － － ● － － － － － － － － － － －

0 ～ 10 － － － － － － ● － － － － － － － － － － －

10 ～ 15 － － － － － － ● － － － ● ● － － － － － －

5 ～ 10 － － － － － － ● ● ● － ● ● － － － － － ●

0 ～ 5 － － － ● － － ● － ● ● ● ● － ● － － ● ●

0 ～ 5 － － ● ● － － ● ● ● ● － － － － － ● － －

0 ～ 5 － － － ● － － ● － － － ● ● － － － － ● －

0 ～ 5 － － － － － － － － － － － － － － － － ● －

0% 0% 100% 60% 80% 80%

調査地点番号

供試苗番号

枝部

挿し木
穂木部

根部
b)

感染苗木割合

苗木抜根採取日
（定植後からの日数）

7/3

（111）

7/28

（136）

9/1

（171）

第3-2表 株枯病汚染土壌に定植したイチジク苗木「桝井ドーフィン」への感染状況（2009年 3月 14日定植）a) 

a) －：株枯病菌および木部褐変とも確認されなかった部位，空欄：調査対象なし 

b) 太い順に 3 本を選び，挿し木穂木の発根基部 0 cm から 5 cm の部位 

●：株枯病菌の検出部位， ：木部褐変が確認された部位                                      

5/22

（69）

6/5

（83）

6/19

（97）

Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ Ⅴ

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28

70 ～ 80 － － － － － － － － －

60 ～ 70 － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － － －

50 ～ 60 － － － － － － － － － － － － － － － ● － － － ● － － － － － ● －

40 ～ 50 － － － － － － － － － － － － ● － － ● － － － ● － － － － － － － －

30 ～ 40 － － － － － － － － － － － － － ● － ● － － ● ● － － － － － － ● －

20 ～ 30 － － － － － ● － － ● － － － － ● － － － － － ● － － － ● － － ● －

10 ～ 20 － － － － － ● － － － － － － － ● － ● － － － ● － － － － ● ● － －

0 ～ 10 － － － － － ● － － － － － － － － － ● － － － ● － － ● － － ● ● －
10 ～ 15 － － － － － ● ● － ● － ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● － － ● － － ● ● －
5 ～ 10 － － － － － ● ● ● ● － ● ● － － ● ● － － ● ● ● － ● － － ● ● －

0 ～ 5 － － － － － ● ● ● ● － ● ● ● － ● ● ● － ● － ● － ● ● ● ● － －

0 ～ 5 － － ● ● － － － ● ● ● － ● ● ● ● ● ● － ● ● ● － － － － ● － －

0 ～ 5 － － ● ● － ● － ● ● － － － ● ● － － － － － － － － ● － － ● － －

0 ～ 5 － － － － － ● ● ● － － － － ● － － － － － － － － ● ● － － － － －

0% 0% 100% 100% 100% 80%

調査地点番号

供試苗番号

枝部

挿し木
穂木部

根部
b)

感染苗木割合

苗木抜根採取日
（定植後からの日数）

7/3

（111）

7/17

（125）

7/28

（136）

8/11

（150）

9/1

（171）

80% 100%
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発生地への定植後6年目までの累積枯死率の推移 

両品種とも 3 年目に初めて苗木の枯死が確認された（第 3-2 図）。その後，両品種とも累積枯死率が徐々に増

加し，調査終了時点（定植後 6 年目：2014 年 11 月）で「蓬莱柿」は 71 ％，「桝井ドーフィン」は 100 ％に達し

た。このことから，本病発生地にイチジク苗木を定植しても 2 年間は萎凋・枯死などの外部病徴が発現しないこ

とが確認された。この結果は枯死樹の発生時期や最終的な枯死率に違いがあるものの，定植年には枯死樹が発生

せず，その後，徐々に枯死率が上昇する点で「桝井ドーフィン」を用いた報告（Hosomi et al., 2012）とほぼ同様

の傾向であった。なお，全ての苗木の枯死原因は本病であった。 

本研究により，「蓬莱柿」および「桝井ドーフィン」の苗木を本病汚染土壌に定植すると，定植当年に感染が

成立していることが明らかになった。また，定植当年に感染が成立している場合であっても，苗木には外部病徴

は発現せず，今回の調査事例では定植 3 年目から苗木が枯死することも示された。これらの結果から，苗木への

感染防止を目的とした薬剤の土壌灌注処理は定植時から開始し，萎凋や枯死が発生しない外観健全な期間も継続

して実施する必要性が改めて示唆された。 
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第3-2図 株枯病汚染土壌に定植したイチジク苗木の累積枯死率の推移            
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第2節 土壌由来の感染に伴う病徴発現の解析 

株枯病汚染土壌へ定植した後に自然発病したイチジク「蓬莱柿」における外部および

内部病徴の観察事例 

 

本病は萎凋性病害として認識されているが，これまでは，病徴進展に関する情報は断片的にしか報告されてい

ない。果樹病害の場合，野菜や花卉等に比べて個体のサイズが大きく，感染から病徴発現まで時間がかかり，ど

こから感染して，いつどの様に発病しているのかが分かり難いのが実状である。このため，樹体の衰弱・枯死の

ような顕著なイベント後に調査を行う事例が多く，病徴発現に至るプロセスは衰弱・枯死した個体の状況から遡

って類推することが多い。 

我が国で経済栽培されている主要なイチジク品種は「桝井ドーフィン」と「蓬莱柿」であるが，病徴進展に関

して「桝井ドーフィン」を対象とした知見が多く報告されている（加藤ら， 1982； 向畠ら， 1997； 外側， 1996； 

外側ら， 1999）が，「蓬莱柿」を対象とした知見は少ない。 

新田ら（2005）や森田ら（2012b）は「蓬莱柿」を対象とした報告をしているが，これらはキクイムシが介在

した病徴進展事例であり，土壌経由の感染ではない。森田ら（2015）は汚染土壌に定植した「蓬莱柿」と「桝井

ドーフィン」の苗木の病徴進展を調査し，定植年の内部病徴の変化と 6 年目までの累積枯死率を明らかにした。

しかしながら，それ以降の枯死率の変化は未報告である。「蓬莱柿」の栽培を振興する県として，本病の発生を

経験していない生産者や新規に栽培を始める生産者，現地指導者に対して本病の深刻さを本県のデータをもとに

説明する必要がある。 

ここでは本県内の本病汚染圃場に定植された「蓬莱柿」を対象に継時的な調査を行い，定植 3～4 年目の外部

病徴とその内部病徴の関係，定植後 10 年間の累積枯死率を明らかにし，「蓬莱柿」に対する従来の知見と合わせ

て本病の病徴進展に関する情報の再整理を行う。 

 

1 材料および方法 

調査対象地域の履歴 

第 1 章と同様，本県西部に位置する呉市安浦町で調査を行った。この地域ではイチジクの「蓬莱柿」が栽培さ

れ，新田ら（2005）によってキクイムシが関与した本病によるイチジクの集団枯死が 2004 年に確認されている。

露地およびハウス条件の 7 圃場よりなるこの地域では当時，欠株率が 1 割に達し，広範囲の土壌が本病原菌に汚

染された。キクイムシによる新たな被害を阻止する目的で加害樹や枯死樹を 2004 年の冬季に一律に伐採した。

本病原菌に汚染された土壌へ 2005 年の春季に各圃場数十本規模で「蓬莱柿」が改植された。本調査を開始した

際には 3 圃場が放任され，4 圃場のみでイチジクの経済栽培が継続されていた（第 3-3 図）。なお，「蓬莱柿」は
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開心自然形に仕立てるのが一般的であるが，本地域では例外的に一文字整枝で栽培している。改植樹にはキクイ

ムシの加害を防止する目的で MEP 乳剤の塗布が徹底された。このため，今回の調査対象樹にはキクイムシの被

害は確認されていない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

外部病徴の調査 

外部病徴の調査は，新田ら（2005）が示した B 園において，2004 年の冬季に枯死樹を地際で伐採し，2005

年の春季に株間へ定植した 13 樹を対象に 2005～2015 年の 10 年間，約 1 ヶ月間隔で実施した。 

内部病徴の調査 

内部病徴の調査は，同地域の B 園，D 園および G 園で 2004 年の冬季に枯死樹を抜根した跡地（もしくは株

間）へ 2005 年の春季に定植した 9 樹を対象に実施した。2008 年 2 月に定植 3 年目の 1 樹を，2008 年 11 月には

定植 4 年目の 8 樹をそれぞれ調査した。対象樹は抜根して当研究部に持ち帰り，主枝，主幹部，根部（幹部から

30 cm まで）を約 10 cm 間隔で切断した（第 3-4 図）。切断に伴う人為的な感染を回避するため，70 ％アルコー

ルで洗浄した鋸や鋏を切断部位ごとに取り換えて使用した。これらの木片の横断面を肉眼で観察し，木部褐変の

有無を確認した。なお 2008 年 2 月の試料は，10 cm 木片をさらに上下方向に二分して縦断面の褐変状況を確認

した。本病原菌の検出範囲を調査するため，褐変観察後の木片は，個別にビニール袋に入れて 25 ℃の全暗条件

で 2～3 週間静置し，本病原菌の特徴的な形態である子のう殻の形成の有無を調査した。 

内部病徴と外部病徴の進展を関連付けて解析するため，外部病徴を 1）葉の萎れや幹部病斑はないが新梢の節

間長がやや短く，収穫果実が小玉傾向で園主が改植を決断した 2 樹，2）夏季に葉の萎凋や黄変が見られたが枯

死には至らなかった 4 樹，3）夏季に枯死し乾燥した状態の 3 樹，以上の 3 種類に分類して結果を取りまとめた。 

第3-3図 調査対象地域における圃場の位置関係（2017年，広島県呉市安浦町） 

a)  2004 年（第 1-1 図）ではイチジク栽培園であったが，2017 年の時点で栽培実態のない園を示す 

G園

A園 B園 C園 
a）

D園 E園 
a）

F園 
a）

約250 m

約190 m
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第3-4図 内部病徴観察の手順（破線は切断部位，あるいは切断面を示す） 

第 1 主枝 第 2 主枝 

主幹部 

第 1 主根 第 2 主根 

さらに，樹体番号 No.3 のみ 

・木片を縦方向に切断 

・一片は，横および縦断面 

の木部褐変状況を撮影 

・他の一片は，湿室に保ち 

株枯病菌検出調査 

・樹体を約 10 cm 

間隔に切断 

・横断面上部の 

木部褐変を調査 

・その後，各 10 cm 

断片を湿室に保ち 

株枯病菌検出調査 

10 
cm 
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2 結果および考察 

外部病徴 

外部病徴進展の代表例として，定植 5 年目の夏季に枯死した個体を連続観察した事例を説明する（第 3-5 図）。

2009 年 6 月 5 日には，この個体の地際近くの主幹部表皮に変色が認められるが，新梢伸長など生育状況は周辺

樹と大きな差はなかった。6 月 25 日には，周辺樹より新梢伸長量が劣り生育の抑制が認められた。また主幹部

表皮の変色が継続確認された。7 月 27 日には一文字整枝の片側の主枝の葉に軽度の萎凋症状が認められた。主

幹部の変色部位が上下に繋がり，その変色部位に沿って縦長の窪みが生じた。7 月 30 日には片側の主枝の葉の

萎凋症状が進み，葉が黄変し落葉も確認された。8 月 6 日には片側の主枝で幼果を残して全ての葉が落下し，反

対側の主枝の葉に軽度の萎凋症状が認められた。8 月 31 日には，最初に萎凋した主枝から発生した枝は手で折

れる程度にまで乾燥した。反対側の主枝の葉は枝に着生したまま乾燥し，萎凋症状を確認してから約 1 ヶ月後に

樹全体が枯死した。主幹部の縦方向に形成された窪み部分に，主枝の基部まで達する亀裂が生じた。10 月 4 日

には主幹部や主枝の亀裂が更に深まり，樹体全体が極度の乾燥状態であった。しかし，地際部からひこばえが発

生していることから，地際部より下の部位は生存していた。 

本病汚染土壌に定植した 「蓬莱柿」 13 樹の外部病徴を 10 年間調査した結果，定植 2 年目に初めて 2 樹の枯

死が確認された。枯死樹は定植 3～5 年目に多く発生し，その後も増加して 10 年目には 11 樹が枯死し，累積枯

死率が 85 ％に達した（第 3-6 図）。森田ら（2015）は本病汚染土壌に定植した苗木への感染試験において，同じ

条件の B 園に「桝井ドーフィン」と「蓬莱柿」の苗木を定植し，防除対策を施さない条件で両品種の枯死率を調

査したところ，定植 6 年後に「桝井ドーフィン」が全て枯死し，「蓬莱柿」の枯死率が 71 ％に達したことを確認

した。本試験結果と併せて評価すると，「蓬莱柿」についても定植から 10 年後には約 9 割が枯死することが明ら

かになり，本病に汚染された圃場では，両栽培品種ともに生産を断念せざる得ない程の重篤な被害が発生するこ

とが改めて確認された。 

  「蓬莱柿」の樹体枯死が発生した時期は，定植 3 年目の 1 樹が発芽直後の春季であり，それ以外の 12 樹は梅

雨明け後の降雨量が少なくなる 8～9 月であった。「桝井ドーフィン」での外部病徴は春から秋に発現し，7～8 月

に多いことが知られている（向畠ら， 1997； 外側ら， 1999）。本報における「蓬莱柿」の事例は調査本数が少

ないものの，発病時期が「桝井ドーフィン」とほぼ一致していた。森田ら（2016）により，本病は萎凋性病害で

あることが示されている。このため，梅雨明け後の乾燥ストレスのかかりやすい時期に病徴が顕在化することは

本病の発生メカニズムから判断して妥当と考えられる。今後，調査事例数を重ねて，乾燥ストレスと本病の病徴

発現の関係を解明することが望ましい。 
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第3-5図  株枯病汚染土壌に定植した「蓬莱柿」の外部病徴の推移 

調査年次および園地番号：汚染土壌に定植し 5 年目（2009 年）の B 園 

左列：地上部樹体の全体像 

右列：主幹部の拡大 

アイノキクイムシの加害を防止する殺虫剤を塗布しており樹体が白く見える 
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内部病徴 

生育期間中に新梢伸長が劣り，夏季に葉の萎れや変色がみられたものの枯死には至らなかった改植から 3 年目

の D 園の 1 樹について，樹全体の木部褐変状況を第 3-7 図に示した。木部褐変は，主幹部の地際部位において横

断面（水平方向）のほぼ全体に広がり，地際部位を中心に上下方向に広がって，上部は主枝分岐部位まで連続し，

下部は主幹と根部の分岐部まで拡大して根部への広がりは少なかった。また，主枝部位では褐変が不連続に確認

された。これまでにも木部横断面の褐変状況を示した画像データは存在するが，調査が困難な木部縦断面の褐変

状況は，イメージ図や文言により説明されてきた（例えば，梶谷， 1998； 梶谷， 2001； 清水ら， 1999）。本

報は樹全体の木部縦断面の画像データを用いて本病による褐変状況を説明した初めての事例である。 

解体調査時点の外部病徴別に本病原菌の検出と木部褐変部位の状況をまとめ，第 3-3 表に示した。周辺樹より

新梢の節間長がやや短く，収穫果実が小玉傾向ではあるものの葉の萎れや主幹部病斑等の外部病徴のない 2 樹で

は，木部褐変は観察されないが，樹体の広い範囲から本病原菌が検出された。夏季に葉の萎凋や黄変が見られた

が，枯死には至っていない 4 樹では，幹部や主枝部の褐変が確認され，樹体の広い範囲から本病原菌が検出され

た。夏季に枯死し，乾燥した状態の 3 樹は，主幹部地際の褐変は認められるが，樹体からは本病原菌が検出され

なかった。 

褐変部位に加えて，それらの先端方向に位置し，木部変色が認められない部分から本病原菌が検出されること

から，木部褐変部より広い範囲に本病原菌が存在していることが示された。これまでに発病部位の地際部から 1 

m 以上離れた枝部から本病原菌が検出されることや，肉眼では健全に見える部位も含めて本病原菌が樹体内に

枯
死
率
（
％
）
 

第3-6図  株枯病汚染土壌に定植したイチジク苗木の累積枯死率の推移 

定植：2005 年 2 月 

供試品種および本数：「蓬莱柿」13 樹 

供試樹：アイノキクイムシによる加害なし 

      

定植後年数（年） 

100 

0 

50 

1 2 3 4 5 7 6 8 9 10 



 
 

46 
 

広く分布することが知られている（梶谷， 1998； 梶谷， 2001； 清水ら， 1999）。また，不連続に本病原菌が

検出される現象については，これまでにも接種試験で確認されている（森田ら， 2015； 清水ら， 2008）。樹体

内の菌分布を高い精度で検出できる定性および定量 PCR 法が開発され，抵抗性台木の選抜に活用されている（三

好ら， 2011； 清水ら， 2008）が，本病原菌が樹体内を広く移動する仕組は明らかではない。感染の生理や生

態に関するアプローチにより樹体内での本病原菌の動態が明らかになれば，今後，これらの現象が解明されるか

もしれない。  

第 3-3 表の調査樹 No.3，7，8 および 9 で認められたように，木部褐変が激しい部位から本病原菌が検出され

ない場合も多い。この理由として川口ら（2011）が示した，乾燥または他の雑菌が繁殖して，本病原菌が検出さ

れにくくなったものと考えられた。 

森田ら（2016）は，イチジク苗木の幹部に本病原菌を有傷接種し，その後，枯死する仕組みを以下のように推

測している。①接種部を中心に本病原菌が分布する範囲が拡大し，木部の褐変が広がる。②木部の褐変が広がる

と，木部の通導組織では通水停止した部分が増加する。③接種部付近の横断面で通水面積割合が低下すると葉に

届く水分量の著しい減少により萎凋症状が表れる。④通水停止の状態が継続することにより，感染樹は枯死に至

る。従来より，本病の主要な感染部位が地際部であるとされているが，その根拠となるデータは乏しかった。木

部の褐変は，病原体の感染等に対して宿主樹体内で起こる防御反応として知られ，二次代謝物が組織内に蓄積し

て発現することが説明されている（Hillis， 1987）。第 3-3 表において，病徴が進展し，萎凋や枯死に至った樹体

（No.3～9）では，例外なく地際部位付近で木部褐変が観察された。また，地際から離れるに従い木部褐変の発

生頻度は減少した。同様の傾向が第 3-7 図で示した樹体の縦断面画像からも観察された。これらの結果より，地

際部付近が本病の主要な感染部位であると推測された。また本病汚染土壌で防除対策を施さず栽培品種の「蓬莱

柿」を自根で栽植した場合には，10 年後に約 9 割が枯死する程の深刻な被害に繋がることが示された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

47 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-7図 株枯病発病樹の樹体縦断面における木部褐変状況          

 調査年次および園地番号：汚染土壌に定植し 3 年目（2008 年 2 月）の D 園 

調査樹： 品種は「蓬莱柿」で第 3-3 表の調査樹番号 No.3 に相当する 

Ⅰ： 調査時における圃場での調査樹全体像 

Ⅱ： 調査樹全体の縦断面における木部褐変状況 

Ⅲ： Ⅱの主幹部の木部褐変状況 

右列：縦断面   

左列：矢印の部位から切り出した木片の横断面 

第 1 主枝先端 
第 2 主枝先端 

Ⅰ 

Ⅲ Ⅱ 

第 2 主枝先端 
第 1 主枝先端 

第 2 主根 

第 1 主根 

地際 

地際 

地際 
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第3-3表 土壌伝染により発病した外部病徴別の内部病徴（木部褐変）の状況と株枯病菌の検出範囲 

調査園と樹数：株枯病菌に汚染された土壌へ 2005 年 2 月に定植した B，D，G の 3 園 9 樹        

 調査時期と対象樹：2008 年 11 月で定植 4 年目（No.3 のみ 2008 年 2 月で定植 3 年目）主枝，幹部および

根部（幹部より 30 cm まで）を 10 cm に切断した      

樹 型： 地上部 40 cm 程度で 2 本の主枝を水平に配置した一文字整枝      

品 種： 「蓬莱柿」 

調査樹： アイノキクイムシによる加害なし      

第1 第2 第1 第2 第1 第2 第1 第2 第1 第2 第1 第2 第1 第2 第1 第2 第1 第2
210 ～ 220 ― ― ― ―

200 ～ 210 ― ― ― ―

190 ～ 200 ― ― ― ― ―

180 ～ 190 ― ― ― ― ―

170 ～ 180 ― ― ― ― ― ― ― ―

160 ～ 170 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

150 ～ 160 ― ― ― ― ― ― ― ● ― ― ―

140 ～ 150 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

130 ～ 140 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

120 ～ 130 ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

110 ～ 120 ● ― ― ― ― ― ― ― ― ● ― ― ― ― ― ― ―

100 ～ 110 ● ― ― ― ― ― ● ― ― ● ― ― ― ― ― ― ― ―

90 ～ 100 ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

80 ～ 90 ● ― ● ― ― ― ● ― ― ● ― ― ― ― ― ― ― ―

70 ～ 80 ● ― ● ― ― ― ― ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ―

60 ～ 70 ● ― ● ― ― ― ● ● ― ― ― ● ― ― ― ― ― ―

50 ～ 60 ● ● ● ― ― ― ● ― ― ― ● ― ― ― ― ― ― ―

40 ～ 50 ● ― ● ― ― ● ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ― ―

30 ～ 40 ● ― ― ― ― ● ● ― ― ― ● ― ― ― ― ― ― ―

20 ～ 30 ● ― ― ― ― ― ● ● ― ― ● ― ― ― ― ― ― ―

10 ～ 20 ― ― ― ― ― ● ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ―

0 ～ 10 ― ― ― ― ― ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ―

30 ～ 40

20 ～ 30

10 ～ 20

0 ～ 10

0 ～ -10 ― ―

-10 ～ -20 ― ―
-20 ～ -30 ― ―

0 ～ -10 ― ― ― ― ● ― ● ● ― ― ― ― ― ― ― ― ―
-10 ～ -20 ― ― ― ― ● ● ● ● ● ― ― ― ― ― ― ―

-20 ～ -30 ― ― ― ― ● ― ● ― ― ― ― ― ―

●  株枯病菌検出

 木部褐変あり

―  株枯病菌非検出および木部褐変なし

 調査対象なし 

 地際

調査時の樹体の状態
収穫果実は小玉だが

葉の萎れや葉色低下が
認められない樹体

夏季に葉の萎れと黄変が認められたが
枯死には至っていない樹体

夏季に枯死し乾燥した樹体

調査樹番号
調査園

No.1

G園

No.2

G園

No.3

D園

No.4

D園

No.5

G園

No.6

G園

No.7

B園

No.8

B園

No.9

B園

調査部位

主枝・根部番号

主枝

幹部
地上部

● ● ―

● ● ― ● ● ● ― ― ―
● ● ● ● ― ―

― ― ―

● ― ― ● ● ● ―

● ● ― ● ● ●

― ―

幹部
地下部

― ― ● ● ● ― ― ―

― ― ● ● ● ― ―

●

―
― ― ● ● ● ― ― ―

根部

幹地際周辺土壌 ● ● ● ● ● ● ● ●
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第3節 殺菌剤土壌灌注体系処理による株枯病防除方法の開発 

 

本病の薬剤防除について廣田ら（1984）は，チオファネートメチル水和剤（以下，TM 剤）を 3～11 月まで毎

月 1 回の割合で灌注すると最も防除効果が高いことを示した。清水・三好（1999）は，収穫期を含む殺菌剤（チ

オファネートメチル・トリフルミゾール水和剤）のほぼ毎月使用（6～11 月）の有効性を示すデータを報告して

いる。しかしながら，彼らが実験を行った 1980 年代や 1990 年代とは異なり，2013 年 1 月時点では登録内容の

変更に伴い，本病に登録のある殺菌剤は，収穫 30 日前までしか施用できないため，収穫期間には全く防除が行

えなかった。 

本病原菌の生育適温や地温から判断すると，収穫期間中（本県の場合 8～11 月）もイチジクに対する本病原菌

の感染や病徴が進むと考えられる（森田ら， 2013）。加えて，殺菌剤（トリフルミゾール水和剤（以下，T 剤）

や TM 剤）を処理したにも関わらず，本病の被害が発生することがあり，殺菌剤の土壌処理の効果自体が県内の

生産者等から疑問視されることもあった。2013 年 2 月にテブコナゾール水和剤（以下，TE 剤）が本病に使用で

きるようになった。本剤は収穫前日まで使用可能である（第 3-4 表）。 

本研究では，本病汚染圃場に「蓬莱柿」および「桝井ドーフィン」の 2 年生苗木を定植し，定植直後からほぼ

1 ヶ月おきに収穫期（8 月から 10 月）を含めて T 剤， TM 剤および TE 剤を施用する新体系処理区の防除効果を

定植後 3 年間調査した。加えて，既存の T 剤および TM 剤をほぼ 1 ヶ月おきに施用する既存剤処理区（収穫期

は薬剤無施用）および薬剤を全く施用しない無処理区を設け，同様に調査した。これらの 3 処理区の 3 年間の累

積枯死率を比較することで，収穫前日まで使用可能な殺菌剤を加えたイチジク株枯病を対象とした防除体系の評

価を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-4 表 イチジク株枯病に対する土壌灌注処理登録のある薬剤一覧

（2013年 4月 30日時点） 

成分名
潅注処理

総使用回数

潅注処理量
/株

トリフルミゾール         30日前 6回以内           1 L

チオファネートメチル         30日前 6回以内           1 L

チオファネートメチル
トリフルミゾール

        30日前 6回以内           1 L

テブコナゾール            前日 3回以内         10 L

収穫前
使用日数
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1 材料および方法 

供試苗木：「桝井ドーフィン」および「蓬莱柿」を供試した。両品種の休眠枝を 2Ⅼプラスチックポットに充填

した培地（ハイポネックス®培養土）に挿し木し，定植日までの 2 年間を無加温ハウス内で管理した。2013 年 4

月 30 日の定植時の枝長が約 1 m の「蓬莱柿」21 本，「桝井ドーフィン」21 本の苗木を用いた。 

試験圃場：本病が発生した現地圃場から汚染土壌を 2009 年 3 月 16 日に採取し，果樹研究部内に設置した直径

2 m ，深さ 30 cm の枠内に充填して汚染圃場を再現した（第 3-8 図）。「蓬莱柿」を 7 本定植した枠と「桝井ドー

フィン」を 7 本定植した枠をそれぞれ 3 ヶ所設けた。2013 年の薬剤処理試験の開始前に土壌を回収し，枝挿し

法（梶谷， 1995）により全ての枠の土壌が本病原菌に汚染されていることを確認した。 

試験区： 試験区として，1）殺菌剤を全く施用しない無処理区，2）T 剤および TM 剤を定植時から収穫 30 日

前の 4～7 月の期間ほぼ 1 ヶ月おきに施用する既存体系処理区，3）既存体系処理区に収穫期 3 回の TE 剤を追加

し，定植後から収穫期までほぼ 1 ヶ月おきに殺菌剤を施用する新体系処理区の合計 3 区を設けた。各々の試験区

に「蓬莱柿」と「桝井ドーフィン」の枠を 1 ヶ所ずつ割り振った。 

薬剤は所定の濃度に調整して計量バケツで株元に灌注した。苗木あたりの薬量は各剤の登録内容に従い T 剤

と TM 剤は 1 Ｌ，TE 剤は 10 Ｌを処理した。ハウスの天井とサイドを 6 mm ネットで覆いカミキリムシ対策を

施したこと，夏場の乾燥時のみ追加灌水したこと以外は，慣行露地での栽培条件と同様に管理した。汚染土壌に

定植した供試苗木の外部病徴を調査し，3 年間の累積枯死率により防除効果を評価した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-8 図 現地圃場から採取した株枯病汚染土壌を充填

した枠内における供試苗木の配置状況 

 ●：供試苗木として枠あたり「蓬莱柿」7 本または

「桝井ドーフィン」7 本を定植 

枠の直径 

2 m 
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2 結果および考察 

薬剤無処理区では，定植 1 年目と 2 年目に「桝井ドーフィン」がそれぞれ 4 本および 2 本枯死した。また，

定植 2 年目と 3 年目に「蓬莱柿」がそれぞれ，1 本および 3 本枯死した。3 年間の累積枯死率は「桝井ドーフィ

ン」および「蓬莱柿」でそれぞれ 85.7 ％および 57.1 ％であった（第 3-5 表）。 

既存体系処理区では， 「桝井ドーフィン」が毎年 1 本ずつ枯死した。また，定植 3 年目に「蓬莱柿」1 本が

枯死した。この結果，「桝井ドーフィン」および「蓬莱柿」の 3 年間の累積枯死率はそれぞれ 42.9 ％および

14.3 ％であった（第 3-5 表）。新体系処理区では，3 年間を通じて枯死木は全く確認されなかった（第 3-5

表）。3 年間の累積枯死率に基づいて評価すると，既存体系処理区で本数は少ないものの枯死木が発生し，新体

系処理区では全く枯死木が発生しなかった。このことから，収穫期間以外に殺菌剤の土壌灌注を徹底したとし

ても本病の被害を阻止できず，定植後から収穫期間中も含めて 1 ヶ月間隔で薬剤を処理することで高い防除効

果が得られることが明らかになった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-5表 イチジク株枯病に対する株元への薬剤土壌灌注処理による防除効果 

MA：「桝井ドーフィン」，HO：「蓬莱柿」 

T ： トリフルミゾール水和剤 500 倍 1L/株 

TM： チオファネートメチル水和剤 500 倍 1L/株 

TE： テブコナゾール 2000 倍 10L/株 

―： 薬剤無処理 

a）供試品種 

b）供試薬剤 

c）      ： 収穫期 

累積枯死樹数（枯死樹率％）

4/30 5/14 6/11 7/9 8/6 9/4 10/8 11/6日時点

Ⅰ MA 7 4 （57.1）

Ⅱ HO 7 0 （  0  ）

Ⅰ MA 7 1 （14.2）

Ⅱ HO 7 0 （  0  ）

Ⅰ MA 7 0 （  0  ）

Ⅱ HO 7 0 （  0  ）

試験区 反復 品種 樹数 4/22 5/13 6/24 7/15 8/6 9/15 10/23 11/28日時点

Ⅰ MA 7 6 （85.7）

Ⅱ HO 7 1 （14.3）

Ⅰ MA 7 2 （28.6）

Ⅱ HO 7 0 （  0  ）

Ⅰ MA 7 0 （  0  ）

Ⅱ HO 7 0 （  0  ）

試験区 反復 品種 樹数 4/22 5/20 6/19 7/17 8/31 9/28 10/24 12/1日時点

Ⅰ MA 7 6 （85.7）

Ⅱ HO 7 4 （57.1）

Ⅰ MA 7 3 （42.9）

Ⅱ HO 7 1 （14.3）

Ⅰ MA 7 0 （  0  ）

Ⅱ HO 7 0 （  0  ）

試験年 試験区 反復 品種
a) 樹数

処理薬剤
b）と処理日

c）

2013年

無処理区 － － － － － － －

既存体系区 T TM T TM － － －

新体系区 T TM T TM TE TE TE

2014年

無処理区 － － － － － － －

既存体系区 T TM T TM － － －

新体系区 T TM T TM TE TE TE

2015年

無処理区 － － － － － － －

既存体系区 T TM T TM － － －

新体系区 T TM T TM TE TE TE
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第4節 新たな抵抗性台木の抵抗性評価 

 

本病の防除方法として薬剤土壌灌注が知られているが，この方法のみでは防除効果に限界があり，労力面から

も現地への普及が難しい側面がある。そこで，抵抗性台木による防除技術の開発が行われ，これまでにイチジク

種内から抵抗性台木として有望な品種が幾つか見出され実用化されている（細見， 2006； 加藤ら， 1982； 清

水・三好， 1999； 外側ら， 1999）。しかし，これらの抵抗性台木を用いても発病する事例があり，さらに強い

抵抗性台木の開発が望まれている。 

イチジクの近縁野生種イヌビワ（Ficus erecta Thunb.）は，切り枝や苗木への接種試験からイチジク品種と比較

して，本病に対して強い抵抗性を示すことが認められ，新たな台木開発の素材として注目されてきた（清水・三

好， 1999）。しかし，イヌビワはイチジク栽培品種「桝井ドーフィン」との接木親和性に問題があり，現在の接

ぎ木技術の範囲では台木としての使用は困難である（細見， 1993）。イヌビワの優れた特性をイチジクに導入す

るため，複数の研究グループが種間交雑に取り組んできたが，交雑個体の獲得には至らなかった。国立研究開発

法人農業・食品産業技術総合研究機構と本県の共同研究では，イヌビワの系統探索やイチジク栽培品種との組合

せを検討し，世界で初めて交雑個体の獲得に成功した（Yakushiji et al.， 2012）。 

後述の試験結果において，種間交雑第一世代（以下，F1）はイヌビワ並みの強い抵抗性を有したが，根部の障

害により生育量が少なく台木としての実用化には至らなかった。このためさらに研究を進め，F1の花粉をイチジ

クに人工受粉し，戻し交雑第一世代（以下，BC1）の獲得に成功した（Yakushiji et al.， 2019）。BC1は，イチジ

ク栽培品種と同等の成長性とイヌビワ並みの抵抗性を併せ持つ可能性がある。これらの種間雑種を用いた抵抗性

台木の育種選抜を効率的に進めるために，多数の種間雑種から有望系統を早期に選抜する抵抗性評価方法を確立

する必要がある。これまで，本病に対するイチジク種の簡易な抵抗性の評価には，葉片（細見・瓦谷， 2004）

や剪定枝片（外側ら， 1999）へ本病原菌を接種し，病斑の大きさや子のう殻形成数から抵抗性を推定する方法

が検討されてきた。しかし，これらの方法では個体の一部位を供試することから，本病による個体の萎凋枯死に

対する抵抗性を確実に評価することは出来ない可能性が高い。そこで，イチジクやイヌビワの幼苗を供試して新

梢基部に本病原菌を有傷接種し，比較的短期間で個体の生死に基づいて両種間の本病抵抗性の差異を識別する方

法の妥当性を検討した。さらに F1および BC1が有する抵抗性について簡易評価を行った。 

後述する幼苗接種試験において，イチジクは品種間に累積枯死率の推移に差異が認められるが大半は枯死す

る。一方イヌビワは，接種病斑の拡大が少なく枯死しないことを明らかにした。しかし，イチジクやイヌビワが

有する本病抵抗性に関する遺伝的背景は不明であり，交雑系統が示す抵抗性を的確に形容し表記することはでき

ない。本試験では，イヌビワおよび種間交雑体の示す抵抗反応がイチジク品種のそれとは明確に異なる点を便宜

的に表現するため，種間交雑体が有する抵抗性を「イヌビワ同等の強い抵抗性」と表記することとした。 
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1 材料および方法 

幼苗検定法 

 供試苗：イチジク種内から選抜された既存の本病抵抗性品種として知られる「セレスト」， 「ボルディード・

ネーグラ」，および「イスキア・ブラック」（細見， 2006； 清水・三好， 1999）と，生産現場で本病による被害

が問題になっているイチジク栽培品種の「桝井ドーフィン」をそれぞれ供試した。また，東広島市安芸津町に分

布するイヌビワ 1 系統（雄株）も供試した。試験には 100 ml プラスチックポットに充填した滅菌培地（ハイポ

ネックス®培養土）に挿し木した 11 週目の幼苗を用い，接種日までは無加温ハウス内で管理した。品種もしく

は種毎に接種区に 6～10 個体を，無接種区（有傷のみ）に 5 個体を供試した。接種時の全供試苗のサイズは，新

梢長，新梢基部径，および節数がそれぞれ，5.7～12.0 cm，3.7～5.1 mm および 5～8 節であった。 

 接種源：本病原菌（広島総研分離株 cf 01）を PDA 平板培地で 21～35 日間培養（25℃・全暗条件）し，そこ

に形成された子のう胞子塊を接種に用いた。 

 接種方法と培養条件：接種試験は，2008 年 9 月（試験 1）と 11 月（試験 2）の 2 回実施した。なお，試験 2 で

は「イスキア・ブラック」を供試しなかった。接種は，清水ら（2008）を参考に，各幼苗の新梢基部から 1～2 cm

上部へ行った（第 3-9 図）。当該部位にニードル（長さ 15 cm：径 1 mm）で幅約 2 mm，深さ約 2 mm（髄に到達

する程度）の傷を付け，本病原菌の子のう胞子塊を 2 個埋め込み，パラフィルムで覆った。接種後，供試個体は

平均温度 28.0℃，明期 16 時間・暗期 8 時間，照度 3200 ルクスの条件で管理した。灌水は，土壌の乾燥に応じて

2～3 日に 1 回行い，水量はポットの底部から若干の水が流出する程度とした。 

供試苗の萎凋状況を，接種 60 日目まで毎日調査した。本研究では，全ての葉が萎凋し，褐変が新梢先端部ま

で達した状態を個体の枯死と定義した。また，枯死原因を確認するため，枯死苗の接種部から広がる本病の病斑

形成状況を目視で調査した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-9 図 イチジク株枯病に対する抵抗性を簡易に

評価する幼苗接種法と接種後の経時変化  

使用品種「桝井ドーフィン」 

5 日後   

（健全） 

9 日後       

（全葉萎れ） 

14 日後  

（枯死） 
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種間交雑第一世代（F1） 

F1 が有する抵抗性を評価するため，「桝井ドーフィン」，「蓬莱柿」，「ボルディード・ネーグラ」，「セレスト」，

イヌビワ 1 系統および F1（No.1，No.2）2 系統の挿し木 3 ヶ月目の苗を供試した。接種方法は，接種源を子のう

胞子塊（苗あたり 2 個処理）から分生胞子懸濁液（濃度 105個 / ml，苗あたりの処理量 5 μl）に変えた以外は先

の幼苗検定法に準じ，接種 100 日後までの累積枯死率を調査した。 

戻し交雑第一世代（BC1） 

BC1は，F1の花粉を「桝井ドーフィン」「ネグロ・ラルゴ」「ボルディード・ネーグラ」および「イスキア・ブ

ラック」に交配して実生集団を得た。接種試験には「桝井ドーフィン」系 58 系統，「ネグロ・ラルゴ」系 39 系

統，「ボルディード・ネーグラ」系 19 系統および「イスキア・ブラック」系 13 系統を供試した。合計 129 系統

は全て実生由来であり，各々形質の異なる個体（反復無し）への接種を行った。接種方法は，F1を用いた実験と

同様であった。1 回目接種から 30 日の時点で生存した個体について，1 回目の接種部と同程度の茎径の部位に 2

回目接種を行った。同一個体に 2 回接種して，2 回目接種から 30 日後の時点で生存した個体を抵抗性系統とし，

それ以外を罹病性系統として区分した。 

さらに，これまでの抵抗性検定と同様に個体反復を揃えた条件で幼苗接種を行い BC1の抵抗性を評価した。生

育が旺盛で緑枝挿し用の穂木が確保できた BC1の 4 系統については，挿し木 3 ヶ月目のクローン苗を各 10 個体

揃え，罹病性対照として「桝井ドーフィン」を，抵抗性対照としてイヌビワを加え，接種 60 日後までの累積枯

死率の推移により抵抗性を評価した。接種方法は，F1を用いた実験と同様であった。病斑直径を接種以降 7 日間

隔で，新梢の木化に伴い病斑範囲の確認が困難になった接種 28 日まで調査した。 接種後 70 日目までの累積枯

死率を調査した。あわせて BC1の生育状況（F1で発生した根部の生育障害の有無と新梢生育）を，「桝井ドーフ

ィン」，イヌビワを含めた各 10 個体と比較調査した。 

上記の抵抗性系統群の中から，挿し木苗の歩留まりや栽培品種との接ぎ木親和性を基準に選抜を進め，一系統

を「励広台 1 号」として品種登録出願し，2020 年 3 月 11 日付けで公表された:（登録出願番号 34378 号）。本病

は土壌伝染性病害であることから，土壌経由の感染に対する「励広台 1 号」の抵抗性を把握することを目的とし

て，幼苗を用いた土壌接種試験を行った。本試験には「励広台 1 号」，イヌビワおよびイチジクの栽培品種に加

えて既存抵抗性品種も供試した。比較のために本試験と同様の系統・品種の幼苗を用い，先の幼苗検定法に準じ

た新梢有傷接種試験も行った。土壌接種試験では，「励広台 1 号」，栽培品種「桝井ドーフィン」，「蓬莱柿」，既

存抵抗性品種「イスキア・ブラック」，「ボルディード・ネーグラ」およびイヌビワの穂木を 200 ml プラスチック

ポットに充填した培地（ハイポネックス®培養土）に挿し木し，無加温ハウス内で管理した。品種・系統ごとの

供試個体数は 8～12 であった。幼苗の土壌表面に菌液（分生胞子 105個 / ml）を 100 ml 灌注処理した。接種日か

ら 180 日後の累積枯死率を集計した。新梢有傷接種試験では，供試苗の種類と管理は上記の土壌接種試験と同様
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で，品種・系統ごとに 8～10 個体供試し，接種から 70 日目までの累積枯死率を集計した。 

 

2 結果および考察 

幼苗接種によるイヌビワとイチジク品種間の累積枯死率の比較 

試験 1 および試験 2 ともに供試したイチジク品種の全てで個体の枯死が確認されたのに対し，イヌビワでは枯

死する個体は発生しなかった（第 3-10 図 A および B）。イチジク個体の枯死パターンを品種別にみると，枯死の

初発は，全ての品種で接種 7～9 日後に確認された。その後，罹病性の「桝井ドーフィン」は，両試験とも急激

に枯死率が増加して接種 14 日後には全てが枯死した。また，抵抗性の「セレスト」， 「ボルディード・ネーグ

ラ」，および「イスキア・ブラック」は，枯死率が徐々に増加し，試験 1 では接種 18 日後に「ボルディード・ネ

ーグラ」が 100 ％に達し，調査終了時点（接種 60 日後）で「セレスト」は 86 ％，「イスキア・ブラック」は

70 ％の枯死率であった（第 3-10 図 A）。試験 2 では，枯死率は接種 21 日後に「セレスト」で 100 ％に達し，調

査終了時点（接種 60 日後）で「ボルディード・ネーグラ」で 80 ％であった（第 3-10 図 B）。全枯死個体の接種

部において，本病原菌の子のう殻形成に伴う組織黒変を確認した。一方，無接種区では，全ての供試苗において

接種部の組織黒変はなく，調査期間中に枯死する個体は認められなかった。本研究の結果は，イチジク品種の抵

抗性について 5 年間の汚染土壌接種試験から評価した結果（細見， 2006）とほぼ同様の傾向を示した。 

本研究で用いた方法は，イヌビワとイチジク品種間の本病抵抗性の差異について明確に区分でき，イヌビワと

同程度の抵抗性を有することが期待される種間雑種個体を早期に選抜する方法として活用できると考えられる。

本法の特徴として，実際の病徴に近く誰もが判断し易い個体の生死が抵抗性の評価基準であること，抵抗性の評

価について大勢が判明するまで接種後 20 日から 30 日と比較的短期間であること，および PCR などの DNA 解

析技術を用いず，それほど専門的手法を必要としないことが挙げられる。 

2011 年に本病原菌が Ceratocystis  fimbriata から C. ficicola へ種名変更された（Kajitani and Masuya， 2011）。

これを受けて広島県内に分布する菌を調査した結果，C. ficicola であると再同定した。さらに既存接種法の課題

として残されていた複数菌株を用いた反応について，また遺伝的な安定性を考慮し接種源を子のう胞子から分生

胞子の利用について検討した。当県内の主要な産地から分離した 7 菌株の分生胞子を接種源（濃度 105 個 / ml，

苗あたりの処理量 5 μl）とし，罹病性品種「蓬莱柿」の幼苗に有傷接種した結果，全菌株とも接種後 10 日前後

で累積枯死率が 100 ％に達し，菌株間の病原力に明瞭な違いがないことを確認した（森田ら， 2012a）。また子

のう胞子塊（苗あたり 2 個）を供試した従来の接種結果とも同様な傾向であった。よって，以後のイチジクとイ

ヌビワの種間交雑系統（F1および BC1）の抵抗性を評価する幼苗への接種検定には，接種源として分生胞子を供

試することとした。 
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種間交雑第一世代（F1）の抵抗性評価 

F1が有する抵抗性を幼苗接種検定により評価した。第 3-11図に接種後 100日間の累積枯死率の推移を示した。

調査期間中，F1（2 系統）とイヌビワでは枯死個体は認められなかった。一方，「桝井ドーフィン」は 15 日目に，

「蓬莱柿」は 70 日目に累積枯死率が 100 ％に達し，全ての個体が枯死した。「ボルディード・ネーグラ」と「セ

レスト」については，15 日目から枯死個体が発生し，その後 100 日目の時点で累積枯死率は，「ボルディード・

ネーグラ」で 60 ％，「セレスト」で 70 ％に達した（第 3-11 図）。この結果から，F1はイヌビワと同程度の強い

抵抗性を有していることが示された。 

しかし，F1は栽培品種と比較して新梢生育が劣った（第 3-12 図）。この現象は，主幹部と根部の境界部位が褐

変して脱離する障害に起因すると推定された（第 3-12 図）。同様の症状は栽培品種には確認されず，F1が有する

負の特性であった。以上のことから，F1を直接台木として利用することは不可能であると判断した。 

第3-10図 株枯病菌幼苗接種によるイチジク品種とイヌビワ間の

累積枯死率の差異（A，B 二回繰り返し試験） 
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第3-11図 株枯病菌幼苗接種によるイチジク品種，イヌビワおよび

F1における累積枯死率の推移 
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第3-12図 F1で発生した根部の障害による生育不良  

  左：新梢生育の差，右：根部褐変の障害 
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戻し交雑第一世代（BC1）の抵抗性評価 

BC1の抵抗性について，前節と同様の幼苗接種検定により評価した。種子親が異なる四つの組合せの実生集団

から獲得した 129 系統（実生苗のため個体反復なし）に対して有傷接種を行い，病斑が拡大して枯死する実生を

罹病性系統（S），病斑の拡大がほぼなく枯死しない実生を抵抗性系統（R）と定義して分類した。その結果，BC1

における交雑組合せごとの S：R の内訳は，「桝井ドーフィン」系では 58 系統のうち S 31 系統：R 27 系統，「ネ

グロ・ラルゴ」系 39 系統では S 22 系統：R 17 系統，「ボルディード・ネーグラ」系 19 系統では S 8 系統：R 11

系統，および「イスキア・ブラック」系 13 系統では S 6 系統:R 7 系統であり，全体では S67 系統:R62 系統に分

離した（第 3-6 表）。実生集団における S：R の分離比について，期待値（S：R=1：1）との適合度をカイ二乗検

定により確認したところ，S：R が 1：1 に分離するという仮説に矛盾はなかった。この結果から，イヌビワ由来

の本病抵抗性は，優性の単一遺伝子支配である可能性が示唆された（Yakushiji et al.， 2019）。 

抵抗性とした BC1のうち，生育が旺盛であった 4 系統について，挿し木クローン苗 10 個体を揃え，反復のあ

る接種検定により抵抗性を評価した。その結果，罹病性の対照である「桝井ドーフィン」は接種 7 日後に病斑直

径が 90 mm になり 12 日後に全て枯死した（第 3-7 表）。一方の BC1は供試した 4 系統の全てにおいて，接種 28

日後までに病斑直径は約 9 mm で拡大が停止し，接種後 60 日の調査期間中に枯死する個体は確認されず，抵抗

性の対照であるイヌビワ同等の強い抵抗性を有することが明らかになった（第 3-7 表，第 3-13 図）（Yakushiji et 

al.， 2019）。BC1の挿し木苗は，F1の生育不良の原因であった主幹部と根部の境界部位に発生する障害が確認さ

れず（第 3-14 図），地上部の生育も栽培品種「桝井ドーフィン」と同程度であった（第 3-15 図）。 

土壌経由での本病感染に対する「励広台 1 号」の抵抗性を評価した。土壌接種 180 日後の累積枯死率は，栽培

品種および既存抵抗性品種で 67 ％～100 ％であった。一方，「励広台 1 号」およびイヌビワは，調査期間中に枯

死個体は全く認められなかった（第 3-16 図 A）。このことから「励広台 1 号」は，土壌を経由した本病原菌の感

染に対してイヌビワと同等の抵抗性を有することが示唆された。新梢有傷接種において，栽培品種および既存抵

抗性品種で累積枯死率が高く推移する一方，「励広台 1 号」およびイヌビワは調査期間中に枯死せず，これまで

の試験結果と同様であった（第 3-16 図 B）。土壌接種試験および新梢有傷接種試験の結果から，「励広台 1 号」

にはイヌビワと同程度の本病に対する抵抗性があることが明らかとなった。今後，「励広台 1 号」に「蓬莱柿」

を接木した苗木を供試し，汚染圃場での試験を実施する必要がある。 
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第3-6表 BC1 実生個体群の罹病性，抵抗性の分離割合 

a) 花粉親 F1：ボルディード・ネーグラ（種子親）× イヌビワ（花粉親）  

b) 
 X2分布表の値＝3.84（df＝1，P＝0.05） 

種子親 花粉親 
a) 期待値

（S:R）

桝井ドーフィン 31 27 1 : 1 0.276 0.599

ネグロ・ラルゴ 22 17 1 : 1 0.641 0.423

ボルディード・ネーグラ 8 11 1 : 1 0.474 0.491

イスキア・ブラック 6 7 1 : 1 0.077 0.782

合計 67 62 1 : 1 0.194 0.66

罹病性
S

抵抗性
R

X
2
値 P値 

b)

F1

第3-7表 新梢基部への株枯病菌有傷接種による病斑直径の推移 

平均値 ± 標準誤差 

ND：「桝井ドーフィン」は接種 12 日目に全ての供試苗が枯死したため病斑データなし 

No. 1 10 40.5 ± 1.3 4.5 ± 0.2   7.0 ±  0.5 7.5 ± 0.5 8.6 ± 1.1 9.6 ± 1.8

No. 2 10 28.6 ± 3.4 3.8 ± 0.2   7.0 ±  0.5 7.3 ± 0.4 7.3 ± 0.4 7.3 ± 0.4

No. 3 10 33.9 ± 2.4 4.8 ± 0.1   7.8 ±  0.5 7.8 ± 0.2 7.8 ± 0.2 7.8 ± 0.2

No. 4 10 39.4 ± 0.5 4.2 ± 0.1   8.1 ±  0.5 8.6 ± 0.6 9.4 ± 0.9 9.4 ± 0.9

罹病性対照 桝井ドーフィン 10 28.8 ± 1.5 4.7 ± 0.1   90.0 ±15.2 ＮＤ ＮＤ ＮＤ

抵抗性対照   イヌビワ 10   9.5 ± 0.7 2.2 ± 0.1   1.9 ±  0.4 1.9 ± 0.1 2.0 2.0

28日

BC1系統

供試品種および系統No.
供試
苗数

新梢長
（cm）

接種部位
新梢基部直径

（mm）

病斑直径（mm）

接種後日数

７日 14日 21日
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第3-14図 挿し木3ヶ月後の苗木における栽培品種「桝井ドーフィン」，BC1

およびイヌビワの根部生育の比較 

桝井ドーフィン BC1 イヌビワ 

第3-13図 幼苗検定による枯死の発生状況（接種後60日目） 

BC１ No. 1 BC１ No. 2 

BC１ No. 3 BC１ No. 4 イヌビワ 
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接種12日目に全て枯死 
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イチジク品種 

MD：「桝井ドーフィン」，HO：「蓬莱柿」， 

IB：「イスキア・ブラック」，BN：「ボルディード・ネーグラ」  

野生種 

FE：イヌビワ（Ficus erecta） 

種間交雑品種（戻し交雑第一世代） 

RD1：「励広台 1 号」 

第 3-16 図 「励広台１号」を含む幼苗を用いたイチジク株枯病菌の接種後日数と枯死率との関係

（A：土壌接種試験，B：新梢への有傷接種試験） 
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第3-15図 挿し木3ヶ月後の苗木における栽培品種「桝井ドーフィン」，

BC1およびイヌビワの新梢生育の比較 

数値：平均 ± 標準誤差（n ＝ 10） 

品種・系統          桝井ドーフィン

新梢長
（cm）

28.8 ± 1.5 33.9 ± 2.4 16.1 ± 2.1

新梢基部直径
（mm）

4.7 ± 0.1 4.8 ± 0.1 2.2 ± 0.1

    BC1

    系統 No. 1
イヌビワ
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第4章 総合考察 

 

イチジクは，他の果樹と比較して栽培が容易で収益性が高いことから，地域特産物として全国的にも注目され

る品目である。本県では，古くから沿岸部を中心とした地域で「蓬莱柿」が栽培されており，近年では集落営農

法人の経営品目として重要視されている。一方で本病は，イチジクの生産振興を阻害する最大の要因である。本

病は，イチジクを枯死させ減収に直結する深刻な被害を引き起こす。加えて，土壌病害であるため一度圃場で発

生すると根治が困難である。本病は 1981 年に愛知県より初報告され，2017 年 3 月時点では 33 府県で本病が確

認されており，全国のイチジク産地にほぼ蔓延した状況にある（梶谷， 2017）。 

本県では 1996 年に県西部のイチジク産地において本病が初確認された。その後 2003 年頃から同じ産地におい

てキクイムシが関与した本病によるイチジク樹の集団枯死が発生した。さらに 2006 年には，これまで本病の発

病履歴のない県東部のイチジク産地において，キクイムシが介在して本病が激害化する事例を確認した（第 1 章）。

キクイムシ成虫およびフラス（虫糞および木くず）をイチジク切枝に接種した結果，両者から本病原菌が検出さ

れたことから，キクイムシが本病原菌を伝播する可能性が高いこと，および地表に落ちたフラスにより本病原菌

による土壌汚染が助長されることを確認し，本病の蔓延阻止にはキクイムシの加害防止が重要であることを示し

た（第 2 章）。現在でも県内の主要な全ての産地でキクイムシによるイチジクの加害が継続している（森田，未

発表）。これらのことから，本県では本病の対策として，他のイチジク生産府県と同様の土壌病害の対策に加え，

キクイムシの対策が同時に必要であることが示唆された。ここでは，本研究の結果を踏まえて本県の本病発生パ

ターンに対応した防除方法を提案するとともに，今後の課題と展望について議論を行う。 

本病によるイチジクの枯死被害を軽減するために，本病原菌を随伴するキクイムシの加害を防止する技術開発

は重要である。第 2 章において，キクイムシの生態と本病原菌の相互関係について基礎的な知見を得た。羽化ト

ラップを用いて加害樹からのキクイムシ成虫の脱出消長を調査し，越冬世代成虫が 4 月下旬から 6 月上旬（5 月

ピーク）に，夏世代成虫が 7 月上旬から 9 月上旬（8 月ピーク）に，それぞれ移動分散することを確認した。梶

谷（1999）は福岡県の事例として，圃場周辺にキクイムシトラップ用のイチジク切り枝を設置し，穿孔虫数のピ

ークが 4 月前半と 7 月中旬から 8 月下旬であることから，分散開始時期を越冬世代成虫が 3 月後半頃より，夏世

代成虫が 7 月中旬ごろと推測した。本県におけるキクイムシの分散開始時期を福岡県と比較すると，越冬世代成

虫が約 1 ヶ月遅く，夏世代成虫は 1 旬早い。福岡県と本県での結果の違いは，双方で用いられた実験方法の違い

により説明されるかもしれない。福岡県では圃場に設置したイチジクの切り枝に対するキクイムシ成虫の穿孔数

を，本県ではトラップから羽化・脱出する成虫をそれぞれ用いて発生消長を推定している。また，地域や年次差

の影響も考えられることから，各地域でのキクイムシの発生消長に関するデータを蓄積して防除適期を検討する

ことが望ましい。 
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梶谷（2001）の調査結果に基づき，キクイムシの防除対策として MEP 乳剤の原液を 4 月上旬と 7 月中旬に塗

布する方法が 2004 年に農薬登録された。MEP 乳剤は，株元から結果母枝を対象にした原液塗布のみの登録であ

り，主幹から 2～3 本の主枝を育成する開心自然形が主体の「蓬莱柿」の場合，キクイムシ成虫が好む地際付近

への塗布作業は困難で，特に夏場の作業は高温多湿条件の中，繁茂した枝葉を掻き分けて地際幹部に処理するた

め重労働である（森田， 2012）。このため本剤は登録こそ有るが現場で取り組み難く，処理方法の改良が強く求

められていた。キクイムシに対する有効薬剤の選択や処理濃度の設定時に必要となる殺虫効果を評価する実験系

を開発し（軸丸・森田， 2015），登録拡大を支援することで MEP 乳剤の 1.5 倍液を主幹部に散布処理すること

が可能になった。MEP 乳剤 1.5 倍液の散布は既存の原液塗布と同等の防除効果がありながら，防除コストを大幅

に削減した（従来比：作業時間 7.2 ％，防除経費（人件費，農薬費など）47.1 ％）。 

キクイムシを対象としたイチジクの登録薬剤は MEP 乳剤（年間使用回数 3 回以内）1 剤のみで，この剤の薬

効期間が約 2 週間と想定される（森田，未発表）。羽化消長を参考にすると，本県におけるキクイムシ成虫は，

越冬世代が 4 月下旬から 6 月上旬の約 1 ヶ月間，夏世代が 7 月上旬から 9 月上旬の約 2 ヶ月間イチジクを加害

する可能性がある。これらのことから判断して，MEP 乳剤の使用のみではイチジクへの加害期間を完全にはカ

バーできていないのが現状である。更に安定した加害防止効果を得るために，対象期間中の薬効が担保できる新

たな薬剤の登録が待たれる。 

加害樹から脱出するキクイムシおよび採取したフラスから本病原菌が検出され，本県のキクイムシ個体群が本

病原菌を保持していることが明らかになった。しかし，キクイムシが本病原菌を保持する仕組み（キクイムシは

本病原菌をどこに，どの様に保持しているのか）やキクイムシが健全なイチジク樹に本病原菌を伝播する仕組み

（キクイムシ成虫は，どのようにして樹体内に本病原菌を持ち込み，そして枯死させるのか）は，今後確認すべ

き課題として残っている。 

一方で，有効な防除方法を開発するヒントも蓄積されつつある。本病を激害化させるほどのキクイムシが分布

する地域でありながら，被害の少ない圃場も存在する。これらの圃場を調査すると，キクイムシの加害が若齢樹

に無く，老齢樹に多い傾向があり（新田ら，  2005； 軸丸ら， 未発表），キクイムシに加害されやすい樹体条

件があることが示唆される。真に防除が必要な樹体を絞り込むことで不要な防除を省くことができる。今後，防

除対象樹の優先順位を明確化し，効率的に防除を実施することで，加害発生割合を低減できる可能性もある。 

キクイムシの加害は 1990 年代に福岡県で確認されて以降，本県，岡山県そして大阪府へ広がり，2009 年には

和歌山県および愛知県へと主要なイチジク生産府県で次々に確認されている（梶村ら， 2010）。各産地における

キクイムシの被害状況や防除対策について聞き取りを行ったところ，栽培する品種により異なる傾向があった

（森田，未発表）。岡山県以西の「蓬莱柿」の産地では，キクイムシの被害が本県と同程度に深刻で対策への意

識も高い。一方で兵庫県以東の「桝井ドーフィン」の産地では，キクイムシの加害は散見される程度であり，防
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除への関心が低い場合もあった。「蓬莱柿」と「桝井ドーフィン」に対するキクイムシの嗜好性の違いがあるの

かもしれない。この点については，今後の課題としたい。 

また，青変菌を随伴するキクイムシ類の生態として，一次性のキクイムシ類は低密度の時には樹勢の弱い木で

しか繁殖できないが，高密度になると健全樹を加害することが知られている（Coulson， 1979；Paine et al.， 1997）。

青変菌を運ぶキクイムシ類による被害として，ニレ類立枯病（Dutch elm disease）が世界的に有名である。本病原

菌も青変菌に分類され（後藤， 2002），本病原菌を随伴するキクイムシにおいて個体群密度が上昇することで加

害特性が変化し，これまで被害の少ない「桝井ドーフィン」や樹体サイズが小さい若齢樹に対しても，被害が拡

大する可能性も考えられる。このため，各々のイチジク産地において，キクイムシの侵入や密度推移を注意深く

確認する必要がある。  

本県でのイチジク産地における近年の特徴的な動向として，集落営農法人によるイチジクの集団栽培が挙げら

れる。2018 年 6 月現在で 4 件の法人が設立され，約 4 ha でイチジクの栽培が始まっている。従来の産地は，圃

場あたりの定植本数が数本から数十本前後と比較的少なく，樹齢も様々であり，その様な圃場が数多く市街地に

点在して形成されている。これに対して，集落営農法人では 1 法人あたりの栽培面積が広く（ha 単位），数百本

の規模で同年齢樹が集団で栽培される。樹齢が進みキクイムシの加害を受けやすくなると，第 1 章で示した県西

部および県東部の事例と同様に，本病が激害化する可能性がある。各法人に対して，この様な危険性があること

を早急かつ確実に情報提供して，キクイムシの加害状況を注意深く観察するとともに加害防止対策を促す必要が

ある。 

本県では主要な産地においてキクイムシの加害が断続的に確認されており，今後も本病に汚染された土壌に，

イチジクを定植するケースが増加すると想定される。土壌由来の感染に対する既存の防除方法として，薬剤の土

壌灌注と抵抗性台木が知られている。薬剤土壌灌注技術を組み立てるために必要な，本病原菌に汚染された土壌

に定植したイチジク苗木が，「いつ」・「どの程度」感染するのかについて，定量的なデータは少ない。そこで，

第 3 章において，定植後の苗木への本病原菌の感染状況を知ることと殺菌剤の土壌灌注を開始する時期を決定す

るため，現地汚染土壌に定植した苗木の外部病徴を長期にわたり観察し，一部の苗木については内部病徴を把握

するため定期的に採取して解剖した。その結果，萎凋・枯死などの外部病徴は定植 3 年目から観察されるが，感

染は定植したその年の内に成立していることが明らかになった（森田ら， 2015）。このことから，感染防止を目

的とする薬剤処理は定植時から行い，外見上健全な期間も継続して実施する必要があることを示した。また，第

3 章では，現地での自然発病樹を対象に解剖を行い，主要な感染部位が地際幹部であると推定した。 

本病に対する防除薬剤として，チオファネートメチル水和剤やトリフルミゾール水和剤などが登録され，現場

で使用されている。しかし，これらの薬剤の使用基準は定植時および生育期に所定の濃度に希釈した薬液を樹あ

たり 1L 株元灌注（収穫 30 日前まで）処理するもので，結果樹では収穫 30 日前から収穫終了時までの数ヶ月間
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は処理することができない。この期間においても本病の感染・発病のリスクが高いこと，処理液量が少ないこと

から，薬剤土壌灌注処理による十分な防除効果が得られないことが想定された。そこで，岡山県の担当者との共

同研究により樹あたりの薬剤処理量の増加と収穫期間も処理できる新規薬剤の登録を目指した（井上・森田，  

2011； 井上， 2014a）。その結果，本病への防除効果を確認したデブコナゾール水和剤が，収穫前日までの処理

および樹あたり 1～10 L の処理が可能な登録内容に適用拡大された（2013 年 2 月 27 日）。また，日本植物防疫協

会が主催し，各都道府県の研究機関が参画して行われる新農薬実用化試験を経て，2014 年 12 月 3 日にベノミル

水和剤が収穫 30 日前まで処理が可能で，樹あたりの処理量が 1～10 L の内容で適用拡大された。さらに，2015

年 11 月 11 日にはチオファネートメチル水和剤が収穫前日まで処理でき，処理量が 10 L まで拡大した。これら

の薬剤を供試して薬剤土壌灌注の処理体系を検討し，3 年間の累積枯死率の差により，定植後から収穫期間中も

含めて 1 ヶ月間隔で薬剤を処理することで高い防除効果が得られることを実証した（森田・軸丸， 2018）。 

薬剤の土壌灌注処理は，生育期間を通じて年間 7 回程度継続する必要がある。収穫時期を含む高温条件下の作

業は過酷であり，10 a あたり 36 本の「蓬莱柿」を定植した場合，土壌処理には年間約 5 万円（農薬費と人件費

を含む）のコストがかかる（森田， 未発表）。1 年あたりではあまり高額に思えないが，イチジクを栽培し続け

るためには毎年この処理が必要になり，経済樹齢とされる 15 年間の栽培を行うと土壌処理のみに約 75 万円が必

要になる。特に 8～10 月は収穫作業と重なるため，薬剤を処理する労力面からも現地に受け入れられ難い側面が

ある。井上（2014b）は使用時期や使用回数に制限がなく，他の既登録薬剤より長い残効が期待される塩基性硫

酸銅水和剤（2013 年 11 月登録）を組み入れることで，年間の薬剤処理回数を削減する体系を提示した。今後は，

これらの知見も加味し，安定した防除効果を担保しつつ，作業コストの低減が図れる処理体系の検討が必要であ

る。第 3 章の本試験は根域が限定される枠内への薬剤処理による結果であり，根の伸長範囲の広い露地栽培と比

べて薬効が高くなった可能性がある。この点を考慮し，現地圃場などの枠のない条件下で防除効果を検証する必

要がある。 

薬剤の土壌灌注処理に比べて抵抗性台木による防除技術は，自根樹と同等の管理で良いため生産現場に普及し

易い。台木導入時に接ぎ木苗代が必要になるが，それ以外に毎年発生する費用はない。現在流通している本病抵

抗性台木は，栽培品種自根苗より約 1,000～2,000 円高く販売されている。台木導入時の初期投資の増加額は，高

く見積もっても 72,000 円（10 a あたり 36 本の場合）で，コスト面からも生産者が取り組み易いと想定される。

しかし，イチジク種内から選抜された既存の抵抗性台木は，栽培品種の自根樹よりも延命するが，いずれは枯死

するため，さらに強い抵抗性台木の開発が生産現場から要望されている。そこで第 3 章では，新たな抵抗性台木

の開発を目的とし，本病に強い抵抗性を示すイチジクの近縁野生種イヌビワに着目して研究を実施した。イヌビ

ワはイチジクとの接ぎ木親和性がなく，直接台木には利用できないため種間交雑を試みた。国内各地から集めた

イヌビワを用いて交雑を行った結果，種間交雑個体（F1）を世界で初めて獲得した（Yakushiji et al.， 2012）。こ
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れらの種間交雑実生群の抵抗性を簡易に評価するため幼苗検定方法を開発し（森田ら， 2011），有望系統の選抜

を進めた。接種検定を行った 2 系統の F1 は全てイヌビワ由来の強い抵抗性を有したが，根部の生育不良により

実用化には至らなかった。その後，さらに研究を進め，F1 の花粉をイチジクに人工受粉し，戻し交雑体（BC1）

129 系統の獲得に成功した（Yakushiji et al.， 2019）。これらの系統から前述の幼苗検定法を用いてイヌビワと同

等の強い抵抗性を有する個体群を選抜した。 

これまでにイチジク品種を用いて幼苗新梢基部への有傷接種試験を行い，イチジク種内から選抜された抵抗性

品種は，栽培品種と比べて累積枯死率は低いが，やがて枯死することを確認している（森田ら， 2011）。同様な

事例として，イネ（Oryza sativa）といもち病菌（Magnaporthe grisea），オオムギ（Hordeum vulgare）類とうどん

こ病（Erysiphe graminis f. sp.hordei）との間にも，非親和性品種であっても全く感染できない訳ではないことが報

告されている。病原菌の種と植物の種の間に，もともと親和性の関係があるため起こる現象と考えられ，このよ

うな関係は基本的親和性と呼ばれる（白石ら， 2012）。病原体と植物種との間に基本的親和性が確立していると

すれば，種内交配系統では抵抗性が打破される可能性が高い（白石ら， 2012）。本病原菌はイチジク種と基本的

親和性を有していることが想定されるため，種内交配の系統では早晩抵抗性が打破されると考えられる。 

一方，近縁野生種イヌビワは本病原菌に対して強い抵抗性を有しており，種間交雑系統はイチジク品種および

種内交配品種とは全く異なる抵抗性を有すると推測される。種間交雑第一世代（F1）は本病原菌の接種を行った

2 系統とも，イヌビワと同程度に接種部の病斑拡大が抑制され，枯死しなかった。戻し交雑第一世代 BC1 では，

129 系統のうち 62 系統でイヌビワおよび F1と同程度の抵抗性が確認された。残りの 67 系統は，接種部の病斑が

次第に拡大し枯死に至った。便宜上，62 系統を抵抗性と定義した場合，どの様なメカニズムに基づき BC1 の抵

抗性が発現されているのか，今後明らかにすべき重要な課題である。 

白石ら（2012）により，植物病理学における抵抗性について説明がなされている。そのうちの一つとして植物

が本来備えている静的抵抗性や構成的抵抗性があり，先在性の抗菌物質や細胞壁の厚さや硬さなどが要因になっ

ている。一方，病原体の攻撃によって新たに誘導される動的抵抗性や誘導抵抗性もある。Kajii et al.（2013）は，

本病原菌の感染に伴うイチジク組織の変化を詳細に報告した。また，これまで研究蓄積の少ないイチジクの組織

構造に関して，新たな知見が見出されるとともに最適化された組織解剖手法が構築された（Kajii et al.  2014）。

イヌビワやイチジクとの比較観察により，組織構造などの物理的な差異に基づいた静的抵抗性の視点から，BC1

が有する抵抗性を評価することが可能になるかもしれない。 

本研究では，接種（感染）から数ヶ月から数年の単位で発現する樹体が萎凋し枯死に至る変化を中心に調査を

行った。将来的には，接種（感染）後，数時間から数日の単位で起こる動的抵抗性にも着目したい。本研究と類

似する研究として，アスパラガス茎枯病（stem blight disease）（病原菌：Phomopsis asparagi）を対象としたアスパ

ラガス種（Asparagus officinalis）と野生種ハマタマボウキ（A. kiusianus）との種間交雑体を抵抗性系統として育成
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した報告がある（Takeuchi et al.,  2017）。この研究において茎枯病抵抗性を示すハマタマボウキは，茎枯病菌接

種によりジャスモン酸生合成およびシグナル関連遺伝子群が特異的に発現誘導されることが見出されている

（Abdelrahman et al. ,  2017）。これらの知見を参考にし，本病についても細胞における代謝経路の活性化などの

生理生化学的なアプローチにより，BC1に備わる抵抗性の特性を評価することも今後検討したい。 

同じ病原菌であっても生息地域によって宿主植物に対する病原力が異なることが知られており，果樹病害にお

いても白紋羽病菌（Rosellinia necatrix）（中村， 2009）やカンキツかいよう病菌（Xanthomonas citri subsp. citri）

（塩谷， 2010）の事例が報告されている。本病原菌において，国内産の 14 菌株に関しては ITS 領域内に多型は

認められず，遺伝子配列が完全に一致していることが報告されている（三好ら， 2011）。イチジクに対する病原

力について，本県の主要な産地から分離した 7 菌株を供試した幼苗接種による枯死状況から評価し，菌株間に明

確な差がないことを確認している（森田ら， 2012a）。しかし，本県以外の菌株については病原力に関する報告

事例が存在しない。今後 BC1の抵抗性を評価する基礎データを得るため，国内菌株間の病原力の差異について調

査する必要がある。 

生産現場に抵抗性台木を普及する際に，本病原菌が台木を通じて穂木へ移行し発病することへの懸念や質問が

想定される。この点を検討する際，すでに抵抗性台木品種として登録されている「キバル」の事例が参考になる。

「キバル」の抵抗性を評価するにあたり，定性および定量 PCR 法により接種苗木における本病原菌の分布状況

が調査され，地上部の台木長が 25 cm 以上で実用性が確認されている（篠﨑ら， 2011）。その結果を踏まえて台

木の長さが検討され，台木を長くすることで本病原菌の穂木への感染および発病の抑制が期待され，台木を長く

設定する新たな樹形の開発も試みられている（真野， 2015）。一方，イチジクの生産現場で省力樹形として定着

している低樹高栽培を行うためには，一文字整枝法では主枝を地表から 50 cm の高さで水平に配置するため（株

本， 2005），台木を含めた主幹長を 40～50 cm 以下に抑える必要がある。また，一文字整枝よりさらに低く主枝

を 30 cm の高さで水平に配置し，主幹長を 20～30 cm 以下にする盃状 X 字形整枝法が愛知県を主体に採用され

ている（真野，2015）。これまでの幼苗新梢幹部への接種試験において，形成される病斑のサイズがイチジク品

種と比べて BC1では明瞭に小さいことから，樹体内での本病原菌の移行も狭いことが想定される。今後，接ぎ木

苗への接種試験により本病原菌の分布状況を調査し，穂木での発病が抑制され，低樹高栽培にも適応可能な主幹

長（台木を含む）で収まる台木として BC1が活用できるか確認したい。 

今後の展望として BC1 の後代において抵抗性台木のみならず抵抗性品種作出の可能性もある。抵抗性品種に

は，本病への抵抗性に加えて果実形質や生産性が求められる。近年，イチジク「蓬莱柿」のゲノム配列が解読さ

れた（Mori et al.， 2017）。今後，果実形質や抵抗性に関する DNA マーカーが実用化されれば育種効率が向上し，

新たな抵抗性台木や品種開発の加速化が期待できる。 

本研究において開発もしくは開発中の防除技術を，本病の発生パターンごとにコストも含めて従来技術と比較
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した結果を第 4-1 表に示した。キクイムシの加害防止技術として，従来法と同等の防除効果を保持しながら薬剤

処理作業を省力化できる改良技術を提示した。 

土壌伝染への防除対策として，殺菌剤の土壌処理体系を提案し，その防除効果を実証した。しかし，毎年約 5

万円 / 10 aの費用と多大な手間がかかり，定植後 15年以上続く栽培期間は毎年この処理を実施する必要がある。

15 年間栽培した場合，トータルで約 75 万円 / 10 a の防除コストが発生する。このことから，現状の防除回数で

は本技術の普及性は低いと判断した。これに比べて，もう一つの方法である抵抗性台木による防除技術は，自根

樹と同等の栽培管理で良いため生産現場から根強い要望がある。既存の抵抗性台木が導入されて数年が経過した

現地からは，栽培品種の自根樹よりも発病抑制効果は認められるが最終的には枯死するため，さらに強い抵抗性

台木が求められている。我々は新たな抵抗性台木を作出するため，イチジクとの接木親和性はないが本病に強い

抵抗性を有する近縁野生種イヌビワに着目して研究を行い，イヌビワとイチジクの種間交雑第一世代（F1）の獲

得に成功した。F1はイヌビワ由来の抵抗性を有したが根の生育障害があり実用化には至らなかった。さらに研究

を進め， F1とイチジクの戻し交雑により成長性を付与させた BC1の獲得に成功した。この BC1の中から，イヌ

ビワと同等の抵抗性を有し，F1で問題となった生育面について栽培品種と同等以上で，栽培品種との接ぎ木親和

性にも問題がない「励広台 1 号」を選抜した。現在，「励広台 1 号」に栽培品種を接ぎ木した樹体の収量性を含

めた実証試験を進めている。新たな本病抵抗性台木が実用化されれば，本病に汚染された圃場であってもイチジ

クをより省力的に，かつ安定的に生産することが可能になる。これらの研究成果による防除効果を実証しつつ発

展させ，将来的に本県だけでなく全国のイチジクの生産振興に貢献したい。 
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